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はじめに
わが国の公的年金制度は，法的には，少なくとも 5年
毎に財政再計算を実施することを義務づけられており.
前回の再計算が1984年(昭和田年)であったので， 1989 
年(平成元年)は再計算の年に当たっていた。
これを受けて，公的年金制度各法の改正が図られ，そ
の悶に，消費税導入， リクルート事件，首相の交幸子，参
議院における保革逆転という政治情勢によって，当初の
原案がかなり修正されて， 1989年12月に「国民年金法等
の一部を改正する法印」および「被用者年金制度閣の費
用負担の調整に関する特別待置法」として成立した。
(モテ勺レ)年金は195，492円に引き上げられたω。
前回のモデルは， 1927年(昭和2年) 4月1日以前に
生まれ，平均標準報酬は254，000内で，加入32年の者を
想定しているのに対して，今回は1929年4月2日-1930
年4月1日生まれで，平匂標準報酬月額は288，∞0円，
加入35年のおであり， 加入年数など条件は若干異なるが，
今回のモデル年金は195，492円となり，前回のモデルよ
り12.9%の地加である。
なお，制度成熟時の40年加入の傑準的年金額(妥も65
歳に述した掛合)は197，4∞円となり，現役男子労働者
の平均賃金の69%が維持されようとしている。
これらの改革案は.吋初，厚生年金の支給開始年齢の (2) 完全自動物価スライドlMの導入
65歳引き上げを窓図していたにもかかわらず，それは給 自動物価スライド制は， 1973年の導入以来何度か手直
日認められるとこ ろとはならなかったがそれでもなお しされてきたが，前回改正で年度平崎の消貧者物価指数
今回の改正法は重要な論点を含んでいる。 の変動本を暦年比較に改めることによって，翌年4月実
そこで，本稿では，今回の改正法の内容を整理し.そ 施を果たし.加給年金および加算額もスライドの対象と
れらへの評価を行い.問題点と今後への課題について考 したが.今回.スライド発動率の 5%~基準が撤廃され，
察したい。 また従米は対象外であった老齢福祉年金にも適用される
ことになったω。
1 改正法の概要
(3) 低所得在織老齢年金の改定
(1) 給付額の改定 厚生年金の在併年金は， 60-臼歳までは退職を要件と
まず，l正本になる老働基礎年金の給付水準をみると. しているが.従来から，在職者であっても標準報酬がー
完全年金(フルペンション)は，単身者で月都5.500円， 定の等級以下の場合に一定の割合の年金が減額されて支
夫婦で11，0∞円(1989年度価格)に号|き上げられた。 給されてきた。しかし.減額の割合の刻みが籾いために
前回の改正時には50，000円(1984年度価絡)だったから(21iIJ→5 ~IJ-+ 8 ~IJ) ，その境目ではわずかな収入の噌
11. 1%の改善である 1)。 加がかえって年金の減額を大きくし，総収入を低くする
次に，厚生年金の老齢年金の給付水準の改善について ことはっとに指摘されてきたことであった。
みると，制度改正時に60歳て‘退職する場合の棟準的な そこで，今回.減額率を7段階・1こ細かくし，逆転の
( 1 ) 
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度合を緩和し，在職老齢年金支給の上限の標準報酬を20 (平成10年度)から61歳とし，以後3年毎に l歳す‘つ引
万円から24万円に号lき上げたのである。 き上げて.2010年度(平成22年度)に65歳とし，女子に
ついても2003年(平成15年)から2015年(平成27年)に
(4)保険料率の引き上げ かけて段階的に65歳に引き上げる，そして，それに伴っ
a)国民年金 て繰上げ減額支給制度を創設する，というものであった。
国民年金の保険料は被保険者の所得に関係しない 「均 ところが，波乱含みの政局によって，まず施行の時期
一億1Jであるが，前回改革時には毎年4月に月額300円 については「別に法律で定める」と譲歩の姿勢をみせた
ず、つ号|き上げるものとされ.1989年4月に月額8.000円 のであった。しかし，それでも国会の審議は難航し，結
に達していた。今回.1990年4月から月額8.400円とし， 局，支給開始年齢引き上げ関係規定は削除されたのであ
その後は毎年4月に400円ず‘つ引き上げることに改めら る。ただ，老齢厚生年金の特別支給については，次期財
れた。 政再計算時に見直す旨の付目IJが規定され，支給開始年齢
なお，物価スライドが行われた場合は，翌年の保険料 問題は次期再計算時にその命脈を保ったかのようである。
にもそのスライド率が乗ぜられるのは従来と同様であり，
従って.1990年4月に2.3%のスライドが行われたので (6)学生の国民年金への適用
1991年4月の保険料は9.000<当(8.400+400)x1. 023> 前回の改正により，国民年金の適用範囲が拡大された
程度になるものと恩われる。 が学生はなお強制加入の適用を除外されたままであっ
b)厚生年金 た(従来どおり任意加入はできる)。
前回の再計算では. 5年毎の保険料率の引き上げ幅は， この場合問題は2つある。 1つは，老齢基礎年金の
一般男子については1.8%であったが，今回の改革案で 満額支給は40年(または加入可能年数の全期間)にわた
は2.2%に引き上げられる予定であった(1989年10月か る保険料納付を要件としているので.20歳以降の学生で
ら)。しかし，国会での審議の結果，引き上げ幅は以下 ある未加入期間は老齢基礎年金を減じるという問題であ
のように圧縮されることとなった。
1990年1-12月分 1991年1月分~
る。もっとも，不足期間は60-64歳の聞に任意加入で補
うことが可能な場合もある。
一般男子 12.4%→14.3%(+ 1.9%)→14.5% (+2.1%) 2つには，障害年金に関する問題である。前回の改正
女 子 11.75%→13.8%( +2. 05%)→14. 15%(+2.4%)' で.20歳未満に障害者となった(従って国民年金に未加
船員坑夫 13.6%→16.1%(+2. 5%)→16. 3% (+2. 7%) 入の)場合でも.20歳以降に障害基礎年金を支給するよ
*女子については，この外に1992年以降毎年0.15% う改善が行われた.)。しかし，学生が20歳以降に公的年
ずつ引き上げ. 1994年1月から一般男子と同率になる。 金未加入であることは本人の責任であるとして，その間
に障害が生じても障害基礎年金は支給されず，無年金者
また，標準報酬の上下限も改定され，下限は68.000円 になる問題点はかねてより指摘されてきたところである。
から80.000円に，上限も470.000円から530.000円に引き これらの点に対処するために.20歳以上の学生をすべ
上げられ，等級数は31から30に整理された。これにより， て国民年金の第1号被保険者として 「当然加入」するも
将来年金給付水準を増大させる要因にもなるが当面保 のとされ 1991年4月1日から施行されることとなった。
険料収入の増加が期待されるわけである。 この当然適用の対象者は約160万人であると見込まれて
いるようであるが，保険料の負担能力のない者に対して
(5)厚生年金の支給開始年齢 は，申請により保険料を免除することと し， 目下その免
85年改革の新制度では，厚生年金は「特別支給」とし 除基準を作成中である(1990年10月中下旬に公表予定で
て「当分の間J60歳支給を認めるものであった。しかし あったが.1991年l月末に公表された)。
新年金体制の論理からいえば，次期の政策課題は支給関
始年齢の引き上げであった。政府は，現行支給開始年齢 (7) 基礎年金の支払い回数
では将来の保険料率は31.5%にもなるから将来世代の 年金の支払い回数は，近年，事務処理体制の獲備が進
負担軽減のために，給付水準の切下げか受給者数を減ら み.I日国民年金の拠出制年金については，すでに年6回
す(支給開始年齢の引き上げ〕の二者選択が迫られるが， となっていたがη，今回の改正により，基礎年金や厚生
後者をより適当な方法だとしたのであった，)。 年金等も1990年2月から年6回支払いとなり，支給日も
政府原案によると，一般男子については. 1998年度 支払い月の15日に統一された。
(2 ) 
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(8) 国民年金基金・間違合会の創設
2正礎年金の水準の低さはっとに指摘され，自営業省等
の生活保障に問題があるとされてきたが，全体にわたる
改善は財源上の問題があった。また。老後生活に対する
国民のニーズも多機化し，それに応えうる所得保障制度
が自営業者等にも必要であると論じられてきた。
そこで，基礎年金に上乗せする付加年金の創設が機想
されたが，その場合に，強制適用の所得比例年金は実行
七ある種別の困難を伴うので，任意加入制"で，掛金建
て(口数制)山の国民年金基金制度の整備・活用が図ら
れたわけである。
この国民年金基金には，従来から法律上は規定されて
いた職成型国民年金送金と新設の地境型国民年金益金の
2種類があって，その2以上の基金の連合体として同民
年金基金連合会の設立の逃が聞かれている。
従来の職域型国民年金基金の設立は全国の同業~の 3
分の2以上の同窓を必要としたが，今回の改正で設立要
件を緩和し.3，000人以上の加入者があればよいとされ
た。また，地綾型国民年金基金は都道府県単位に設立す
るものとされ，加入~. は;同一都道府県に住所を有する国
民年金の第l号被保険将(保険料免除者を除く)に限ら
れ.1. 000人以上の加入~があることを設立要件として
いる。
なお，国民年金基金設立への奨励策として，国民年金
基金の働金について.月額伺，000円まで社会保険料控除
が認められている川。
証券を門らの半IJrtJ[て‘購入するなど自家運用も認められた。
間 被用者年金制度聞の費用負担の鏑整
前回1985年の公的年金制度改準は，将来の老齢社会に
おいても年金制度の安定化ならびに受給者と被保険者
(給付と負担)の公平化を図るために，基礎年金を創設
したのであ った。これにより，公的年金制度の 11階部
分」の一元化が図られ. 12階部分」である被用者年金
の報酬比f9inm分も厚生年金の給付水準・体系に揃えられ
たのであった川。 しかし，保険料率など負担面での調整
にまでは手がつけられなかった。
ところで.1984年の閣議決定は1995年を目途に公的年
金制度の (全面的)一元化を行うとしており，これを受
けて， 1987年9月の「公的年金制度に関する関係閣僚懇
談会Jは， 1995年一元化の中間段階としての「地ならしJ
措置を次回改正において行うと申し合わせている。
また年金審議会も. 1988年1月に 1それぞれ歴史 ・
沿革を異にする被用者年金各制度は存置したまま.1階
部分の一元化の~との整合性にも十分配慮しつつ，同一
給付・|言l一保険料率による各制度共通の給付を保障する
『新たな単一の被用者年金制度』を創設すべきJだとの
I~窓見-;t}J を発表している。
いま iつの点は，国鉄共済組合の赤字問題であった。
すでに，共済統合法や 「財政調整5か年3十両」によって共
済組合の統合と財政援助が行われていたが，それは1989
年度で切れることとなっていた。加えて，国鉄の分害IJ・
民営化は職員数を激減させたために，財政悪化は深刻さ
を憎し，危機的であった。
(9)厚生年金基金・同連合会の運用方法の拡大 そこで政府は.1989年4月に 「被用省周年金制度聞の
従来，厚生年金基金の資産の運用l丸信託銀行または 費用負担の調整に関する特別措置法案」を作成して，園
生命保険会社に限定されていたが，かねてより資産の有 会に提出したのであった。同法案の審議は難行したが，
利運用が論議されてきたところであった。 ①1992年度までに制度問調整事業を見直す，②その間，
今回の改正はその資産運用機関の鉱大または自家運用 鉄道共済の白助努力分を憎し.被用省年金の拠出金を減
を認め，競争を通じて資産の効率的運用を図ろうとする 額するなどの修正が加えられたうえで，同年12月に可決
ものであった。つまり，設立後一定以上の期間を経過し， されたのであった。
一定の要件を満たし，厚生大臣の認可を受けた厚生年金 さて，新しい財政調撃の方法は，まず財政調撃の範囲
3基金問や同連合会に対して認可以降に新たに増加した を各被用者年金の共通の基準に基づいた共通部分に限定
資産 (総資産の3分のl以内を限度とする)について， して， ①厚生年金の老齢年金相当給付部分，②1961年4
信託銀行や生命保険会社以外に，投資顧問業省との投資 月以降に係る分.@60歳以降分として.調整対象となる
一任契約による運用をも認めたのであった。なお.その 給付部分を算定する。その際，今回は急、激な負担培とな
際，資産の安全性を確保ーするために，国依など元本保証 らないように，成熟度が被用者年金制度全体平均(17，6
のあるもの50%以上などの運用規制が課せられている。 %)の4倍を趨える制度が交付を受け. 2倍以下の制度
また， 一定要件と一定規筏 (500億円)以上の資産と が拠出するものとし，緊急度の高い鉄道とたばこ共済組
一定の運用体制を務縦している旨の認可を受けた基金ま 合が交付をうけ，国家公務員共済組合迎合会は本来は交
たは連合会聞は，資産の一部について，株式以外の有価 付をうけるはずであるが，緊急度が低いので非交付とさ
(3) 
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つぎに，拠出金の算定は各保険者ごとの60歳未満の被
保険者の標準報酬総額(1988年度分で固定する)で按分
するが，実質的な負担増が一定の水準を超えて過大にな
る保険者については，国家公務員共済組合への上記の非
交付調整額を原資にして，一定の方法により拠出金を減
額することとされた。
また，国会における修正により，鉄道共済組合にさら
に自助努力が求められ，特例減額措置がとられ，交付金
が300億円減額され，それに対応して拠出金のほうも減
額された。
その結果，拠出する側では，厚生年金910億円，地共
済216億円.NTT共済24億円，私学共済24億円.農林共
済16億円，計1.190億円となり，受け取る側では，鉄道共
済1.150億円，たばこ共済40億円，計1，190億円となった。
2 年金制度89年改革の問題点、と課題
前章では，今回の改革の諸点を，本稿で取り上げる問
題点に関わるかぎりにおいてその要点を摘記した。以下，
本章では，それらの問題点なり課題について考察する。
1 ) 給付水準に関する問題点
(1) 基礎年金
a)国民所得との比較
まず，基礎年金についてみると，単身者の完全年金
(フルペンション〉は55.500円(1989年度価格)であり，
夫婦のそれは2倍の1ll.000円である。1984年度価格の
基礎年度は50.000円であったから，この5年間で11.1% 
引き上げられたことになる15)。
実は，給付水準に関しては，前回85年改正付則で 「見
直す」ことが約束されていた則。では，基礎年金水準は
高いのか.{，酌、のであろうか。論議の分かれるところで
もある。それは，年金制度の給付の側面(受給者)を重
視するのか，負担の側面(現役労働者・被保険者〉を重
視するのかによって異なるし，あるいは給付函だけを考
えても何を基準にするかによ ってその評価は異なるもの
でtある。
そこで， 国民l人当り国民所得との比較を試みる17)。
前回改定(1984年度価格)600.000/1.996. 000=30.1% 
今回改定(1989年度価絡)666.000/2.533.000'=26. 3% 
*推定
上記のように，基礎年金はこの5年間に11.1%引き上
げられたが，周期に国民1人当り平均の国民所得は26.9 
%伸びているので，基礎年金の対l人当り平均国民所得
(4) 
比は30.1%から26.3%へと下落しているのである。また，
周期の賃金の上昇率(規模100人以上 ・全産業・加重平
均叫)は25.0%なので，基礎年金は生活水準の上昇から
取り残されていることになる。
確かに，基礎年金が国民l人当り平均の国民所得の何
%でなければならないという絶対的な基準はあるのかな
いのかは難しい問題である。あるいは，非現役退職者の
基礎年金が国民所得や現役労働者の賃金に比例して引き
上げるべきかどうかということも，国民各層の合意が必
要であろう。もし，国民所得や賃金と年金を同率で引き
上げるというのであれば，少なくとも可処分所得ないし
は手取り収入において考えるべきであろう。
このような点を考慮しつつ，基礎年金の対1人当り平
均国民所得比の低下の問題に注意を払わなければならな
いであろう。
b)生計費との比較
政府・厚生省の考え方によれば，公的年金の果たすべ
き役割は.老後生計費のすべてを賄うに足りる大きさで
ある必要はなく，基礎的な部分，つまり 「基礎的消費支
出」を保障すれば十分であるということである則。
いま，解説者がはっきりしないが十分に信頼されるに
足ると思われる 「解説」叫 によれば.1984年 「全国消費
実態調査Jで示される65歳以上の単身無業者の基礎的消
費支出(食料費+住居費+被服費+光熱費)は47.600円
ということである則。
そして，この金額を「基準とし，その後の基礎的消費
支出の上昇率で伸ばすと， 平成元年度の価格は53.100円
となる。これに諸雑費の一部を上乗せ し.5. 500円附 」
を1989年度の基礎年金額としたとし、う。
ここで，基本的に問題になるのは，公的年金の給付水
準を「基礎的」消費支出に限定することの当否であるが，
それは後にまわし，まずは基礎的消費支出の 「基礎的」
なる概念・意味を問題にしたい。政府や厚生省のいうと
ころによれば，それは「食料費+住居費+被服費+光熱
費」だということである。 つまり，家計調査の旧五大賞
自分類(1980年以前)のうち旧「雑費」を除いた部分だ
ということになる。
ところが，基礎年金創設に当たって， 当時の山口年金
局長は，ある座談会で.r老人の生計費ですが，この中
から趣味とか教養面の支出を除きますと ，大体4万7.
8千円ぐらいと恩いますのでそれを大体賄える，そのよ
うなことで5万円という金額を出した叫」と述べている
ように，控除は 「雑費」全体ではなくて，趣味・教養関
係費である。旧 「雑費」には，保健・医療，理容・衛生
交通・通信，教育費 (但し老人世帯は殆どゼロ)など，
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趣味的ではない 「基礎的Jなものも含まれていて雑貨 推定するよりほかはない。
を一倍して 「基鍵的消費支出jから除くことには問題が 厚生省の考え方によれば 「基礎的消費支出の伸びが
あると三わなければならないであろう判。 賃金の伸びを上回ることはなく，またほぼ似かよったJK
いま仮に，雑貨すべてを引くと.無業の高申告者夫婦世 準で推移する却」 ということである。そこで.賃金の伸
帯(夫の年併が65歳以上)の場合消費支出月額(1984 びを， r年金と財政』のように労働省 「毎月勤労統計調
年)は160，311円であるが，基本的消費支出は77，521円 査」に求めると悶，1984年から89年にかけて16.2%上昇
となってしまって，夫婦10万円基礎年金の説明ができな していることがわかる。この率を，基礎的消費支出の伸
くなる。つまり，厚生省の基礎的消費支出の概念に問題 びとみなせば，筆者の概念規定の基礎的消費支出闘は，
があるといわなければならないのである。 1989年には，単身者で81.359円，夫婦世格で136，297円
そこで，基礎的なる意味を「趣味とか教養面の支出を だということになる。
除く」として捉え，十大費自分績のうち「教養・娯楽賞」 しかるに，注20であげた 「解説」では，基礎的消費支
および 「その他消費支出J(諸雑費こづかい 交際費 出の伸びを， 1984年の47，600円から1989年の53，100円へ
仕送り金など)を消費支出から控除したものを基礎的消 と11.6%しか見ておらず，したがって基礎年金も50，∞o
費支出 a)と埋解すると，どうなるであろうか。 司から55，500円の11.1%の引き上げに終わったのである。
一体，この11%は何から求められたのであろうか。
第1:表老齢世帯の基本生計費 さて，ここで，最初に留保した公的年金の給付水準の
基準として基礎的消費支出をとることの是非の問題に阪
をむけたい。実は，厚生省の 「基礎的消費支出」の内容
に問題があることは既にみてきたところだが，さらにそ
れがナショナル ・ミニマムや最低生活保障と混同され易
いというl疲昧さを持つのである。
政府 ・厚生省当局の考え方には，公的年金は 「老後生
活の基礎的な部分を保隙する」のであって，それ以上は
自助や企業福祉が一定の役割を果たせばよいと狸解容れ
ているようである。もちろん，筆者も老後生活において
自助や企業福祉が一定の役割を果たさなければならない
と思うが，その際それぞれの受け持つべき範囲や役割lが
明らかにされていなければならないであろう。一般には，
Q低生活保障は公的に，それ以上は私的に行うと思解さ
れているようであり，その意味で公的年金は最低生活保
隊を行うという期待があるといってよい。
もっとも，そこには誤解があって，最低生活保障は，
公的年金というよりは， 所得保障政策 ・制度が担うとい
うべきである。しかし，その誤解には無理からぬところ
があって，基礎年金・基礎的消費という以上は，最低生
活保降水準や段低生計費概念、を明らかにして.公的年金
たる基礎年金はそれをどの程度カバーし，不足する部分
単身者世帯(ω歳以上) 夫婦世干iK却5，東訓D歳以上〉
平士句 有業 無業 平均 有業 無3長
世帯数 935 281 白4 1，928 977 951 
消費支出計a98お511.491 93.061 174，158 189.611 158，283 
旧分類雑貨b 43，651 53，077 39.788 83.56。93，495 
新分類娯他c25，391 31，217 23α)() 47.149 53，145 40， 
2基本生計費A 54，734 58.414 53.228 卯 59896.116 
基本生計費B 72，鈎480，274 70.016 127αn 136.466 117.295 
* 1) 13 5大資自分頬雑貨は新10大費自分頬項目のう
ち、交通通信費、教養娯楽費(耐久財を除く )およ
びその他を合計して求めた。
2) 表側の 「新分類娯他Jとは、 10大費目の教養鍛
楽およびその他の計であるが、教養娯楽費のうち耐
久財、用品、サービスに限定し、またその他の消費
支出から諸雑費を除いた。
3) ~基本生計費A = a-b、基本生計費 8 = a - c
である。
(資料出所)1984年 「全国消費実態調査J第7巻、
第40表(p.206-7)および第50表(p.184ー のより作成
する。
?????
第1:表にみるように， 1984年の基礎的消費支出Bは. はたとえばイギリスなどの補足年金または補足手当で賄
単身無業者 (60歳以上)で月額70，016円，夫婦無業世帯 うのかを明艇にしておく必要があったように思える。
で117，295円である。この金額は，後に述べるように生 その意味で，最低生活保障水準たる生活保護の扶助基
活保護の扶助基準にも近い金額であり より妥当な 「丞 準とn礎年金とを比較しておく必要がある。
礎的消費支出」だと思うが いかがであろうか。 c)生活保護の扶助基準との比較
さて，では1989年の基礎的消費支出聞はどの程度と わが国の公的年金は生活保護との連動 (補足手当また
なるであろうか。ただ， 今回は1989年秋の 「全国消費実 は補足年金)の用意はないが，基礎年金の創設に当たっ
態調査」の結果が本稿執筆時点では公表されておらず， て，前出の山口年金局長 (当時)は， r年金という のは
(5) 
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主としてお年寄りの生活費の問題，いわば防貧的な一般 確保が問題であると答えてきたが，後述するように当局
的な仕組みですから，ある程度の基準がなければならな の将来推計はやや厳しすぎるようである。
い。…公的年金ですから，せめて平均的には生活保護を
カバーできること。生活保護はl級地から3級地まであ
りますが，全国一律の問題でありますから， 2級地程度
で考えますと，大体5万円で男友平均のl人分はカバー
できる。それから夫婦であれば10万円になるので， 2人
の生活保護費は十分カバーできるレベルになっているmJ
と発言している点は注目してよいだろう。
そこで， 1989年4月の保護基準をみると， 2級地(一 1)
における70歳以上の単身者で飽，849円(うち老齢加算は
15，530円)であり夫婦世帯 (70歳以上男，65歳以上女)
で120，941円(うち老齢加算15，530円)である。
この保護基準と基礎年金とを比較すると.第 2~貨のよ
うiこtJ.る。
第2表基礎年金と老人の生活保護基準
(老齢加算を含む)との比較の推移
(1989年度価格単位円，%) 
1985年改正* 1989年改正
単 基礎年金a 50.000 55，500 
身 保護基準b 77.704 88，849 
ーーーーーーーーーーーー苧ー ーーー『ーーーーー--ーーー ーーーー一 ー 一 ーーーー『ーーー
者 a/b(%) 64.3 62.5 
夫 基礎年金a 100，∞o 111，0∞ 
保護基準b 107，540 120.941 
婦 ーーーーーーーーーーーーーー 一一一一ーーーーー骨--ーー
ーーーーーーーーーーーー苧ー『
a/b (%) 93.0 91.8 
* 1984年度価格
これに，見られるように，基礎年金の生活保護基準に
対する割合は.単身者で6書IJを少し上回る程度にすぎず，
しかも今回の改正では前回改正の割合よりも 2%程度下
がっているのである。夫婦世得になると 9割程度と単身
者よりは高くなるが，それでも今回改正ではやはり 1%
余り下がっているのは問題である。したがって，少なく
とも単身者の水準は低すぎるのであり，多くの人々によっ
て指摘されているところである。
基礎年金の合理的な水準は，公的年金の役割lをどう位
置付けるかによって異なってくるが，しかし，自助(勤
労収入，貯蓄，私的年金 ・保険)にー定の限界があるこ
とを想起すると，公的年金たる2基礎年金は， 40年という
長期にわたる拠出を前提にしている以上は，最低生活を
保障するに足りるか.最低生計費または生活保護基準に
満たない部分を別の所得保障制度(たとえば補足年金)
で補うことが必要であろう冊。
このような主張に対して，政府 ・厚生省当局は財源の
(6) 
(2) 厚生年金
第 1~でみたように，厚生年金の特別支給の1989年度
モデル年金 (35年加入)は195.492円(1990年度199.983
円)であった。これは，直近男子彼保険者の平均標準報
酬288.000円の67.88%にあたっている。前回改正時のモ
デル年金額 (32年加入〉は173.JOO円(1984年度価格)
であり，同じく男子平均標準報酬254.000円の68.15%で
あった。両者の割合を比較すると，今回わずかであるが，
0.27%の減少を見たわけである。
また.制度成熟期の40年加入のモデル年金弘前回の
176.200円(69.37%)から今回の197.400円(68.54)へと地
加したのであった(対平均標準報酬比は0.83%減少)。
この金額と比率が公的年金として高いか低いかは直ち
に論じられないが，相対的変化において若干考えてみる。
確かに，厚生年金の特別支給のモテワレ年金はこの5年
間に12.9%引き上げられた(制度成熟期40年加入モデル
年金は12.0%)。しかし， 先にみたように. r毎月勤労
統計調査」 によると.同じ 5年間に 「きまって支給され
る給与J(定時給与)は16.2%上昇しており，そしてそ
れは厚生省によれば基礎的消費支出の上昇率でもあった
から，モデル年金は賃金や基礎的消費支出の伸びに追い
ついていないのである。もちろん，標準報酬には上限が
あるので標準報酬の伸びは給与より低くなるかもしれず，
従って，年金は給与の伸びより低いことはありう石。
しかし，それでもなお，基礎年金の伸びは同期に11.1 
%であったから，このままでは制度成熟時に，厚生年金
受給者の年金額の平均標準報酬比は漸減していくことは
間違いないであろう。
1973年の5万円年金の目途は60%であったが，その当
初においてすでに62%から出発したのであり，その後は
69%にまで引き上げられたのは事実であるから，今後ど
の程度の割合とするかを改めて検討する必要があろう。
その際，可処分所得との割合で比較するべきだという意
見もあるが，それは合理的であろう。ただ，可処分所得
を答IJり出す困難さがあるかも知れない。
2 ) 後期高齢者の介護問題
厚生省 『人口動態社会経済面調査報告一高齢者死亡』
(1987年調査制)は，死亡時に満70歳以上の者を対象に，
生活，受療，介護等について調査したものであるが，そ
れによれば， 亡くなった人の約85%が介護を必要とし，
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そして，その52%が病院 ・診療所で.43%が自宅で. 5 
%が老人ホームで主に介護を受け，また，その介護の担
い手の95%がよと性であったという。
さらに，全面介護の期間を死亡前に湖ると.ほぼ25%
が6カ月前であり.3カ月前は35%であり. 1カ月前は
50%である。
また，将来の寝たきり ・痴呆老人(在宅)は現在ほぼ
150万人程度，そのほか病院や老人ホームの痴呆性老人
が約20万人余りいるものと見られている。さらに厚生省
の将来推計によれば.2010年には現在の倍以上に急増す
ることが予怨されるのである。
いま，東京都社会福祉基礎調査報告 「昭和60年度老人
の生活実態」によれば，東京の場合，介護者の90%は女
性であり.さらに介護省の年齢織成についてみると，配
偶宿の場合50%以上が70歳以上であり.40%が60歳台と
かなり高齢化しており，嫁の場合には50%が40歳台で，
35%が50歳台であり，娘の協合は50%が50歳台である。
つぎに，介護時間については，介護者に関わりなく，
ほぼ4害IJから5割で半日以上の介護が必妥であったよう
である。
また，人的サービスの利用状況をみると，公的へルバー
の利用経験者は6.8%にすぎず，利用者の平均で lカ月
6.9日・1日3.8時間の利用があった。また，訪問右護婦
(保健婦)の利用経験者は5.3%で 1カ月1.9口・l日
1.7時間の利用があった。これは， サー ビス供給fil:の問
題であろう。ところが.民間家政婦の利用は若下地える
が，それでも利用経験省は11.0%で.1カ月に20日以t.
l日14・2時間の利用状況である。これは，サービスの (1 ) 基礎年金(国民年金)
価絡が問題なのであろう。たとえば家政婦の利用料金 国民年金の第 l号被保険者の保険料は.1990年4月ょ
についてみると， 1カ)J平均17.6万円 (30%が30万円以 り8，400円であり，以後毎年4月に400円つつ引き上げら
上)支払っているようである蜘。 れることになっている。
このようにみてくると，介護者の確保の問題や費用の その結果， 2010年度以降の保険料は16，10円(1989年
問題は今後ますます大きな問題となろう。政府は，級近 度価格〉に引きヒげられ，臼営業省など国民年金の第 l
ír~齢者保健福祉推進十か年戦略」 を策定し ， また民間 号被保険省は夫婦で32，200円になる。
介護(費用)保険も発売されているが介護の鈴用をど a)保険料の免除と滞納
のように賄うかは，未だ議論の分かれるところである。 そこで，危恨されるのは，国民年金の保険料の免除，
ある与え方では，介護は基本的には公的サービスによっ 滞納の動向であり，今後保険料の引き上げとともにさら
て供給すべきだといい，あるいは介護費用の保障でよい に土台加しないだろうかという問題である。免除率は1985
という怠見もみられる。また，介護費用保障という場合 年度からいわゆる免除の適正化が行われたことなどによ
でな公的制度(社会保険 ・手当)または私的 ・民間保 り，減少傾向にあるが，1988年度にはわずかながら増加
険のいずれを中心にするか，あるいはそれらをどう組み に転じている。他方，滞納率は1985年度に急憎し，1986 
合せるのかという問題もある。社会保険制度の場合でも， 年度をピークに低下傾向をみせているものの，問題のあ
介護費用の補償なのか，介護者の免失利益(機会費用〉 るところである。口座振替の推進(利用率は31%程度)
の補償なのかという問題もある。あるいは.それを医療 や個別納付符励によって検認率の上舛が関られていると
保険 ・老人保健制度からだすのか.年金保険からだすの はいえ，今後の保険料の引き上げが滞納唱を再び上昇さ
??? ??
かといった問題もある。
さて，以kのようなさまざまな選択肢があり、結論を
だすのが本稿の課題ではないので，ここでは年金との関
わりで以下の点を付記しておくにとどめたい。
現行制度では.老齢基礎年金は通常の老後生活を怨定
しており，介護など特別な費用を要する場合を怨定して
いない。そして，老街吉年金支給開始後は加算的な障害年
金は支給されないことになっている。
ところで.Ju齢による寝たきりや痴呆症はある:意味で
心身の「降宮」と同じである。しかるに，老齢年金支給
開始前の初老期の 「アルツハイマー病」は陣害年金の対
象となっても，老齢年金支給開始後の 「アルツハイマー
型老年痴呆」には障害年金が支給されないというのは，
大いに問題のあるところである。
そこでこれらの事態に対して，たとえば'山崎泰彦氏
lは立老齢2基正E礎態年金に高齢路筈加z算1の新設を挺起しておられ
るし
国庫負担の，老勝年金と併給可能な介護年金の創設の提
起があった掛。
いずれにしても，今後高飴社会において，老人介護は
大きな問題となり，単なる年金問題や所得保障問題を超
えて，医療，保健，社会福祉サービスのみならず，介護
休暇 ・休業など労働福祉叫の領域に関わった問題に発展
していかなければならないであろう。
3) 財源問題
(7) 
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せるようなことがあると問題である。
b)年金の低額化
以上のように.免除・滞納が多いということは，もち
ろん年金財政の面で予定された財源を欠くことを意味す
るが，他方受給者サイドから眺めると，低額な年金また
は無年金者の発生という問題を生ぜしめるのである。
最近の「国民生活基礎調査」によれば，無年金者は70
数万人程度いると見られ，また基礎年金受給者の平均月
額は約29，000円にすぎず，国民年金受給者725万人の62
%が3万円以下だという判。
このような低額年金者や無年金者(あるいは老齢福祉
年金制)の存在は，国民年金における完全年金(フルペ
ンション)が40年という長期にわたる保険料納付を要件
にしていることと深く関わっている制。 40年というのは
20歳から60歳まで1月も保険料の滞納や免除があっては
ならず， 60-65歳までの任意加入で不足を補う方法は残
されているものの，厳しすぎる要件である。前述のごと
く，旧西ドイツは介護 ・育児のための休業期簡を年金計
算期間に算入する改革を行い，イギリスでも，完全年金
のための有資格期間は全就労期間の90%程度でよく，そ
の上に家庭責任保隙期間 (homeresponsibilities 
protection)を差し号|くことができるようにしてい
る問。
わが国においても， I基礎年金Jと称する以上は，保
険料の免除・滞納を直ちに年金の減額に結びつけるので
なく，保険料納付期間に応じて一定の救済を与える措置
が必要であろう。しかし，その湯合には，一定期間以上
の保険料納付は給付額に反映されないことを認めなけれ
ばならないであろう。
c)財源の調達方式
視点をかえてみると，近年の保険料の免除 ・滞納の増
加は保険料の引き上げとかなり密接な関係があるようで
ある。均一制の保険料が低所得者に対して相対的に高い
保険料を課すことになっている点はっとに繕摘されてい
たことである。
そこで，国民年金の保険料賦課を所得比例制にするこ
とにより，被保険者の負担の軽重を調整することは確か
に可能であろう。しかし，保険料を所得比例制にし，給
付は均一制のままにすることは，所得再分配効呆を図る
点で意味はあるが，国民の合意をえることはかなり困難
であろう。損得勘定がそれを許さないからである。
しかし，公的年金のl階部分たる基礎年金は，比例制
により格差を設けることは望ましくなく，最低生活保障
を図るという意味では均一制の方がより適当であろう。
したがって，いまもし，給付を均一制にし，負担に比
例的性絡をもたせることが合理的であると考えたとして
も，その際社会保険方式をとれば，所得繍捉の不正確さ
は彼用者と自営業者等で新たな不公平を生み出すおそれ
があるばかりでなく，高額所得者から多くの脱落者をだ
す可能性がある。とすれば，可能性のあるのは税方式で
ある。
ところで，村上清氏によれば，先進国で基礎年金のあ
るのは，北欧や旧英連邦系の固など約十カ国で，その大
部分の国はは税方式であるという。また，イギリス， オ
ランダは社会保険方式だが，イギリスは税務署-が税金と
一緒に徴収し，オランダは低所得者は国が肩代わりする
ので，国民は保険料を税金の一部と捉えているという制。
税法式の利点としてよくいわれるのは，①保険料の徴
収も記録の管理も不要となり，管理コストを下げられる
こと，②年金制度が簡潔となり，国民の理解をえやすい
こと，③保険料引き上げとは異なって，増税があっても
脱退 ・脱落がないこと(但し所得捕捉，脱税の問題は残
る)，④各種の税財源の併用が可能なこと，⑤年金の計
算方式にもよるが，一定期間の居住を要件とすれば無年
金者，経過的・福批的年金者，低額年金者を減らすこと
ができる，などがあげられよう。
さて，このような税方式の採用となると，その財源確
保の問題が派生する。
まず，一般税か目的税かという問題がある。目的税は，
間接税導入の際に，国民の合意を取り付ける方策として
提起されることが多かった。目的税はその使途が限定さ
れていて安定財源のようであるが，支出が膨張すると増
税に直結するし，あるいは税収の範囲内に支出が制約さ
れるという問題を持っている。消費税の福祉目的税化に
社会福祉関係者から反対の声が強かったのも，事業費の
制約を危倶したからであった。
いま，わが国の「消費税Jについてみると，消費税の
税収は1990年度で約6兆円であり，そのうち 4割が地方
へ回る。そして，その後の消費税の推計は，ごく大雑把
に見積って， 2010年度で12.8-17.6兆円(税率3%・地
方分含む)になるという試算がある冊。
他方，基礎年金給付費は，1990年度で7.5兆円(うち
老齢基礎年金は6.3兆円)であるのに対して， 2010年度
には16.9兆円(うち老齢基礎年金は15.4兆円)2020年度
には18.7兆円(うち老働基礎年金は17.1兆円)と推定さ
れているが冊'これは1989年度価格であり，実際にはイ
ンフレートさせればもっと大きな金額になる。
したがって.基礎年金を「消費税Jだけで賄おうとす
れば，現在の税率3%では不足することは明らかである。
カナダでは， 1952年に創設された基礎年金は，所得税・
(8) 
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法人税 ・売上税からなる 3つの目的税を財源としていた (2) 厚生年金
が， 1972年以降は一般税収を財源とするように改められ 厚生年金の保険料率引きょげ幅は，今回の財政再計算
ている。また，基礎年金を採用する多くの国で一般税収 により， 5年毎に2.2%とされたが， 60歳支給開始の下
を財源としている叫。 では， 2005年頃から事実上賦課方式に移行し，2020年度
したがって，わが困でもし税法式を採用するとすれば， 以降は31.5%で維持しなければならないようである。そ
必ずしも目的税化する必要はなく，一般税収(直接税 ・ こで， 65歳支給開始への改革が提起されたが，その場合
間接税〉を財源とする方向でよいと思われる。 には2020年度以降26.1%にとどめることができるという。
しかし，社会保険方式をとるわが国で，一挙に税方式 これを諸外国と比較するとき，注意しなければならな
に移管することは，考えにくい。そこで，当面は国庫負 いのは，わが国が標準報酬制をとっており，賞与が保険
担の割合の地加を主張する意見はかなり多L、。前回改正 料の対象になっていないという点である。また，標準報
で，国庫負担は基礎年金の3分の1に集中されることに 酬の随時改定があるものの， 一定の範囲内であれば残業
なったが，実はそれは国庫負担負担の削減をもたらすも などの割憎し賃金も保険料の対象にならないが，わが国
のであった。政府資料においてさえ基礎年金の凍結分 での残業時間は決して短くないのである。
による国庫負担の削減効果は， 1984年度価終で，毎年以 そこで，賞与の大きさをみると，労働省毎月勤労統計
下の金額にのぼると見穫もられている。 調査によれば 30人以上の事業所では， 1986年から1989
2000年 0.8兆円 年にかけて，所定内賃金に対して年間ほぼ3.5カ月であ
2010年 1.8兆円
2020年 2.5兆円
2030年 3. 1兆円
2040年 3.3兆円
これは，政府 ・大蔵省当局の財政的発想、の結果であり，
将来の老船社会における社会保障 ・社会領祉費用の膨張
に対処すべき財政的予防策を示すものである。しかし，
一方で，国民に自助努力.民間活力の活用を強調するの
であれば，政府自身も老齢社会に向かうべき責任なり役
割も明らかにする必要があろう。その意味で，国庫負担
の割合を少なくとも改革前に約束された程度に回復する
必要があろう。
かつて， 1976年改正時に国民年金の国庫負担は，保険
料の2分の lの拠出時負担を，給付費の3分の lの給付
時負担に改めた経緯を想、い起こさなければなるまい則。
その当時から，国民年金の保険料は急騰し始め (5万円
年金の給付水準の大幅引き上げと自動スライド制の導入
による)，拠出時負担の国庫負担の急増が予怨されたそ
の時期に，これを「今後の受給者及び給付費用の増大を
前提として年金財政の安定をはかるという見地から給付
時負担に切り換え叫Jられたのであった。その時点では
まだ本格的な老齢年金の支給開始は10年先のことであっ
たが， r年金財政の安定をはかる」ということであるの
ならば，その精神を継続するのでなければ平灰が合わな
L、。
かくして，国庫負担の割合を当面給付費の2分の l程
度に引き上げることは，さほど無理な提案とはおもえな
いのである。
(9) 
る。厚生省の資料でも， 1987年において3.6カ月として
いる叫。
この賞与をふくめた年収で保険料率を見直すと，もし
賞与の月数が将来も変わらないとすれば， 2020年の31.5 
%は年収ベースで24.2%の保険料不となる。これを現在
の先進諸国と比較すると，旧西ドイツは18.7%，スウェー
デンは20.05%，イギリスは19.45%(最高の累進料率)， 
フランスは14.8%，アメリカは12.12%であって耐，日
本の24.2%は高いが，しかし.米・仏を別にすれば，公
的年金制度崩綴につながるほどの，負担不可能な大きさ
であるとは必ずしも言い切れないように思える。
いま，この点に関連して，わが国では大企業と中小零
細企業の聞においてなお:賞与の率・額で大きな格差があ
るが，被用者間での不公平を是正するために，貸与も保
険料の対象にすべきであろう。ただ，誤解のないように
念をおすと，必ずしも現在の保険料率の上に新たに賞与
に対して保険料率をかけることを援起しているのではな
い。現在予定している保険料総額を維持すればよいので
あるから，保険料率としてはむしろ下がる可台回全はある。
さらに諸外国と比較する場合に，年金の財源構成に，
すなわち国庫負担や労使の負担割合にも注意しなければ
ならなし、。たとえは¥西独 ・米は労使折半であるが，英・
仏はほぼ45: 55， スウェ ーデンは全額事業主負担であ
る叫。したがって，わが国でも保険料の労使の負担割合
の変更は選択肢の lっとしてありうる。
ただ，その場合に，事業主仮IJの反対が予怨されるし，
増えた事業主負担の製品価格への転嫁の問題があり，ま
た中小零細事業主の負担能力の問題がある。最後の点に
ついては.事業主負担部分に累進保険料率を適用するこ
一368一 人間福祉学
とによって，大企業の高賃金に高い保険料を課すること
ができょう。
4) 財政再計算
(1) 財政湾計算の比較
まず，今回の財政再計算を前回の湾計算と比較する。
ここでは，紙数の関係で2025年度時点のみ取り上げて比
第4表再計算の経済的要業の比較
前回 今回
速周刺回り 7.0% 5.5% 
標準報酬上昇率 5.0 4.1 
年金改定率 厚年 5.0 4.1 
国年 5.0 3.9 
物価上昇率 3.0 2.0 
較する。(資料出所)1990年版 「年金と財政』より作成
第3表保険料(率)の将来(2025年度分)推計の比較 は下がっているが年金改定率も下がっているので.そ
(再計算当時価格 円・%) れらの条件変化は相殺されるはずだからである。
計算時期年度 1980 1984 1989 
ケー スB-1 ，6% 旧制度新制度事
国民年金月額 15，700 19，500 13，000 16，1∞ 
引上偏毎年 350 900" 3ω 4∞ 
厚生 60歳支給 34.9 38.8 28.9 31.5 
年金 65歳支給 30.9 23.9 26.1 
引上幅5年毎 1.8 1.8 2.2 
場 旧制度とは1985年改正前の制度で推移した喝合
新制度とは1985年改正後の基礎年金の推計
* 1986-97年度は毎年900円、1997-201昨度は350円、
2010-15年度は200円つ.つ引き上げ、 2015年度以降
は19，5∞円で一定となる。
(資料出所)1981，85，90年 『年金と財政』より作成。
第3表をみるとわかるように，蕊礎年金制度創設で保
険料の高騰は-_e.は緩和されたが，財政再計算のたびご
とに負担は重くなる方向で将来推計が訂正されている。
物価上昇はこの5年間に 5%程度で，1984年度価格と
1989年度価格の実質価値に大きな変化がなかったにもか
かわらず，国民年金では2025年時点の保険料(飯高保険
料)が3，100円も上方修正され，厚生年金では2025年時
点の保険料率~ (同じく最高保険料率) が60歳支給で2.6
% (65歳支給で2.2%)も上方修正されているのである。
わずか5年のうちにこれほど大きな修正があったことは
問題であり.国民の財政再計算に対する信頼を損なわせ
る恐れは十分にある。
(2) 財政再計算条件の比較
では，このような修正・変更はなぜ生じたか。湾計算
のもとになる社会 ・経済情勢の変化はどうであったのか。
a)経済的要因
まず，経済的要因を比較すると，第4表のように，全
体的にはそれほど大きな条件変化ではない。運用利子皐
b)人口学的要因
年金法改正のための国会審議における水田年金局長
(当時)の答弁によれば，今回の財政再計算は人口学的
要素が強いということであった冊。 いま，第5表におい
て，厚生省人口問題研究所の将来人口推計を比較すると，
たとえば2025年時点で，平均寿命が男女ともほぼ3歳伸
びているのに対して，合計特殊出生率が0.09低下してい
ることがわかる叫。 また，同研究所の推計によれば，19 
88年から2025年までに老年人口は約1800万人増え，生産
人口は400万減少すると予想されており，人口の老齢化
が一層進むことは確実であるらしい。
しかし.このような純人口学的な考察には，専門家以
外は推計そのものの当否に深く関わることは困難であり.
本稿ではこれ以上は立ち入らない。
(3) 厚生年金の被保険者.受給者の将来推計の比較
つぎに，厚生年金の被保険者，受給者数の将来推計を
比較すると，第6表にまとめたように， 202昨時点では，
厚生年金受給者が前回よりも253万人も地加しているの
第5表将来推計人口の新旧比絞
1981年1月推計 86年1月推計 備考 |
平均寿命 男 75.07年 男 77.87年 +2.80年
(2025年) 女 80.41 女 83.85 +3.44 
合計特殊 2025年 2025年
出生率 2.09 2.00 -0.09 
総人口ピーク 2008年 2013年
1億3036万人 1億3603万人 +567万人
65歳以上人口 2020年 2020年
のピーク 2802万人 3188万人 +386万人
65歳以上人口 2020年 2021年
比率のピーク 21.8% 23.6% +1.8% 
(資料出所)1990年版 『年金と財政JP.183より作成。
(10 ) 
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に対して，被保険者は108万人しか増加していないので
ある。したがって，成熟度も38.7%から46.2%へと7.5
ポイント高くなっている。保険料率も前述のように2.6 
ポイント上方修正されているのである。
第6表 厚生年金の被保険者 ・受給者数推計の比較
(60歳支給 1984-89年単位万人・%)
年度 再計算 被保険者ドを年受給者 成熟度 保険料率
1990 ~IJ回 2，742 455 16.6% 12.4% 
一ーーーーー ーーーーーーー ーーーーーーーーー ーーーーーー 一ー-ー一一ーー
今回 2，948 461 15.6 14.6 
65歳* 2.948 461 15.6 14.6 
2000 前回 2，872 728 25.3 16.0 
ーーーーーー ー一一ー一一一 一一一一ーー ーーーーーーーー
今回 3，066 790 25.8 19.0 
65歳 e 3，071 767 25.0 19.0 
2010 目IJ回 2.768 1.034 37.5 23.4 
一一一一ーーー ーーーーーーーーー ーーーー『ー ーーーーー一ー『
今回 2.900 1，192 41.1 27.5 
65歳. 2，955 975 33.0 23.4 
2020 日IJ回 2.787 1，095 39.3 28.9 
ーーーーーー ーーーーーー』 ーーーーーー一←+ 十一→→←ー +→ー→~ー←←
今回 2，895 1，348 46.6 31.5 
65歳* 2.952 1，178 39.9 26.1 
* 65歳支給開始は今回湾計算の推計値である。
(資料出所)1990年版 「年金と財政Jp.207より作成。
86年度データ使用)では58歳以降で高くなっているが同)
86年の基礎年金体制への切替えによる駆け込み退職 ・年
金受給が脱退率を高めたかも知れず， 2005年以降団塊の
世代が60歳を迎えるとはいえ，在職老齢年金の改善や定
年制延長や高齢者雇用の確保などによって60歳台前半の
返職はそれほど多くないかも知れず，この脱退率の高ま
りを将来にそのまま引き延ばすことには問題がある。さ
らに，老齢年金失権率は男』友zともとくに8回2歳以降で低下
しているのは確かであり
るので)人為的 .借制1リl度的に左右される数字ではないだだ、ろ
うが'ただ人数的に少ない(相対的にウェイトの小さい)
80歳以降の超老齢者にあてはまることなので，その失権
率の低下が受給者数の増加にどのような影響を与えたの
か，その計算過程・シュミレーションが不明なので，今
回の推計lこ100%の信頼がおけないのは残念である。
b)被保険者数推計の問題点
被保険者数の推計は 1つに新規に労働市場にはいる
学卒労働者に規定されるが，出生数と大学などへの高等
教育への進学率に規定される。そのうち，前者の出生率
の予測は一定の想定に基づき，不確定な函をもっ。 2つ
には，中途で加入する被保険者であるが，これは男女別
の労働力率や被用者・自営業者比率(産業・就業構造)
などに規定される。また，外国人労働者の受け入れと彼
らに対する厚生年金への適用如何によっても異なる。 3
ところで，公的年金財政の将来推計において，将来の つには，退職 ・脱退者であるが，女子については今後の
被保険者数と老紛年金の受給者数の予測が極めて重要で 育児(介護)休暇 ・休業などの施策によって変わるし，
ある。これまでの将来推計の修正 ・訂正は，主にこの 2 前述のように，定年の延長や雇用政策によって異なって
つの 「基礎率」のズレによって生じてきたといってよい。 くるものである。
a)老齢年金の受給者推計の問題点 このような要素の中で将来の被保険者数の推計を左
さて，まず老齢年金の受給者の増加の推計であるが， 右するものは女子の就業動向であると考えられる。男子
これは退職して新規に受給する者と死亡して失権する者 の労働力率 ・就業率は出生数を推定すると，おおよその
とによって規定される。しかし，これらを推計するため 就業者数は予測できる。しかし，女子の場合は考慮しな
には，被保険者や受給者数の男女別 ・年齢J3IJ構成や年齢 ければならないファクターが男子より多いのである。し
別 ・性別の脱退率，失権率(死亡事)などの基礎的デー かし，今回の財政再計算に際しては，人口学的要素やそ
タが必要であるが，今回の1990年 「年金と財政」では簡 の他一定の経済 ・社会的要素の適用について，その当否
単な大まかなグラフは示されたものの，詳細な数値は明 を再検討出来る資料が発表されなかったり，あるいは公
らかにされていなし、。 表されてもその内容が部分的"要約的で不十分な資料が
前回と今回の将来推計の比較を行う場合に，基礎デー 多く，その推計の適否の判断を下すのが困難である。
タは，従来行われてきたのと閉じように，再計算時直前 ところで， 1990年版 『年金と財政J(pp.195 -6 )は，
の数値を使用しているとすれば(将来の変動の見込み値 厚生年金の男女別被保険者の年齢構成の推移を10年間隔
を織り込まないのだとすれば同)，たった5年間に生じ で概数を図示している(本当は毎年の年次別推計備が欲
た将来推計のズレの説明要因は具体的には何であったの しい)。第7表はたとえば1990年の20-24歳台の女子被
だろうか。 保険者が10年後の2000年に30-34歳台になり， 20年後の
まず，老齢年金受給者数についてみる。確かに，厚生 2010年に40-44歳台になり， 30年後の2020年に50-54歳
年金男子被保険者の生存脱退率は，今回の推計(1983一 台になってL、く過程で どのように退職一再就職一引退
( 1) 
? ??， ， ?? 人間福祉学
第7表 厚生年金の女子被保険者の年齢構成の推移と年代別就業率 (増減率)の推定
(単位万人 60歳支給の場合)
1990年度 2000年度 2010年度 2020年度
被保険 被保険 増減率 被保険 増減率 被保険 増減率
年齢 者数A 年齢 者数B B/A(%) 年齢 者数C C/B(%) 年齢 者数D D/C(%) 
15-19 46 
20-24 201 
15-19 39 25-29 137 351.3 
20-24 166 30-34 61 36.7 
15-19 40 25-29 130 325.0 35-39 71 54.6 
20-24 202 30-34 72 35.6 40-44 95 131.9 
15-19 52 25-29 169 325.0 35-39 94 55.6 45-49 128 136.2 
20-24 204 30-34 74 36.3 40-44 97 131.1 50-54 97 100.0 
25-29 131 35-39 76 58.0 45-49 102 134.2 5-59 60 58.5 
30-34 64 40-4 88 137.5 50-54 85 96.6 60-64 28 32.9 
35-39 88 45-49 117 133.0 55-59 69 59.0 
40-44 15 50-54 113 98.3 60-64 39 34.5 
45-49 14 5-59 70 61.4 
50-54 89 60一臼 30 33.7 
55-59 62 
60-64 29 
5十 948 
ー一一 ー ーー『ー
978 103.2 
ーーーーーーーー
902 92.2 
ーー一一一一一一
939 104.1 
(資料出所)1990年版 「年金と財政Jp.195-6より作成。
するかを，同ーの行にくるようにならべてある。そして，
10年毎にどのように増減するかの割合を求めている。
ここで。 2000年，2010年および2020年における各年齢
層(コーホート)の女子被保険者数の増減率を比較して
みると殆ど差がない。ということは，今後30年間は閉じ
バタ ーンで女性が就職一結婚 ・出産一退職 ・育児一再就
職ー引退を繰り返すことを前提にしていることを示して
いる。平均寿命は35年後には男女とも3年程度伸びてい
ることを盛り込んでいるようなのに (そうでなければ受
給者の急増の推計は説明できない)，女子の就業行動の
パタ ーンは今後30年も同ーというのは問題である。一般
には女子の就業は今後さらに増加するとみなされている
からである。
以上は 1OtJに過ぎないが，詳しいデータが公表されな
いので，その点に関する厚生省の推測の根拠が不明なの
はもどかしい気がする。
今回の改正では.当初， 65歳支給開始年齢の号|き上げ
が構想され，国民にその必要性を具体的に訴える必要が
あったように思えたが，的確で詳細なデータが示される
ことが少なく ，かえってその信頼性が失われたように思
える。今回の1990年 「年金と財政」では収支試算表も 1
ケースのみ公表されたにすぎず，不親切である。
5) 年金財政負担と国民負担率の将来推計
(1) 年金財政再計算の経済的要素の問題点
すでに第4表でみたように，今回の再計算の経済的前
提条件は，賃金(標準報酬)上昇率が4.1%(これは厚
生年金の給付改定率になるが，基礎年金は3.9%に止め
られた)であり，消費者物価上昇率は2%であった。 し
たがって，生活向上は2.1%だということになる。
ところが，政府の経済運営5カ年計画(1988年5月閣
議決定)によれば， 1988年から1993年の5カ年間平均の
経済成長率 (国民総生産の伸び率)は名目で4.75%程度，
実質で3.75%，消費者物価上昇率は1.5%であると見込
んでいる同。ここ10年あまりの経済成長率と国民所得の
増加率を比較すると，国民所得の方が若干低いがほぼ同
率に近い伸び率なので，国民所得 (名目)の伸びも 5%
程度とみてよいであろう。
そうだとすれば，これまでの実績もそうであったし，
またこれから先将来ふ国民所得の伸びが賃金や年金の
伸びを上回ることになるので，いわゆる労働分配率は低
下し続けることになる。これまで，わが国は成長型経済
路線をひた走り，その差額を設備投資に回してきたが，
少なくとも労働分配率のこれ以上の低下を押しとどめ，
今後は福祉型経済へと転換し，国民所得を年金や医療，
福祉にさらに多く固さなければならないであろう。
(2) 国民負担率の将来推計
ここで，以上の主張に対して予想されうる反論は，受
(12 ) 
坂口;'89年年金改革の課題と展望 -371ー
給者1人当たりの年金改定率が国民所得の伸び率以下で
あっても，受給者が増加するので，給付総額の伸びは国
民所得の伸びを上回り，国民負担率を押し上げるかも知
れない，という点である。
第8表 国民負担率の将来推計
(1988年3月政府推計単位%)
1988 2000 2010年
A推計 B推計 A推計 B推計
除僻謝宣率 11.1 14.5 14.0 18.5 16.5 
租税負担率 25.5 27.5 27.1 28.5 27.5 
ーーーーーーーーーーー ーー一一一一 一一一一一ー ーーーーーー ーーーーーー.
メ口弘、 5十 36.6 42.0 41.1 47.0 44.0 
* A推計は1989年度以降国民所得が5.5%で伸びるも
のと仮定し、 B推定は同じく4.0%の仮定である。
(資料出所)r週刊社会保障J1988年3月21日号、 p.39。
たとえば，政府の国民負担率(社会保障と租税負担の
合計の対国民所得比)の将来見通し却によると (1990年
はすでに40.4%に逮しているようである)，第8表のよ
うに， 2000年には41.1-42. 0%， 2010年には44.0-47.0
%達するものと見込まれているのである。
では， この推計はどのようになされているのだろうか。
まず， f.Ji税負担率についてであるが，これは社会保障
の国庫負担分とその他分に分けられる。いま， 1988年に
おいて，租税負担分のうち国庫負担分は4.1%で，その
他分は21.4%であるが，この21.4%は将来も固定化する
と想定されている。また，国庫負担分は社会保障給付費
に対応して， 2000年lこ5.5%程度， 2010年に6.0-7.0%
程度と見込まれている。
(3) 政府の社会保障給付費の将来推計の方法
そこで，その推計の基礎となる社会保障給付費の将来
推計である 「仮定試算」をみると，第9表のようになる。
ところで，この 「仮定試算」の推計方法については具
体的に示されていないので筆者の捻定を交えて考察す
るな らば，まず医療費等はつぎのように計算されている
ようである。すなわち，現行制度を前提として叫， 国民
医療費の伸びを平均年率7%増と仮定して， 1985年の16
兆円から2000年に43兆円， 2010年に88兆円に増加すると
推計している。そして，この国民医療費の伸びは国民所
得の伸びに関係ないものとし，生活保護費等その他が変
化することによってA推計(国民所得が年率5.5%で伸
びる)とB推計 (年率4.0%)の差 (2010年で95兆円と90
第9表 政府の社会保障、国民所得の将来推計
(単位兆円、 万人、%)
1988 2000 2010年
A推計 B推計 A推計 B推計
国民所得 a兆円 280 550 460 940 680 
ーーーーーーーーーーーーーーー ーーーー-- ーーーーーー一一一一一ーー 一一ーーーーーーーーーーー
社会保障負担率% 11.1 14.5 14.0 18.5 16.5 
社会保障給付費 44 120 105 240 195 
一ー +ー →』一一←+←ー +←ー 一ー←ーーー ← --←ー一ー一一 - --ー'ー ー ー一一一←ー→← +ー ー ー・M
うち医療等 21 50 45 95 90 
ーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーー ーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーー
うち年金b 23 70 60 145 105 
比率b/a(%) 7.8 12.5 12.5 15.5 15.5 
ーーー-ーー ーーーーーーーーーーーー申 ーーーーーーーーーーーーーー
陣金1年増加率c(%) 8.7 7.5 8.0 7.0 
ーーーー- ーーー一 ー ー 『 ーーー ー ーー一一一 『ーー一一『ー『ー一 ー』守 ーー一ー司ー一一一一ーーー ー
公的年金受給者 1，840 2，700 3，300万人
向上l年増加率d(%) 3.2 2.7% 
一一一一一ー一一一一一一一一一 一ー一一一一 一一一ーー一一ーーーーーー ーー一一一一一一一一一一一『
年金経済的増加率c.d 5.5 4.3 5.3 4.3 
ーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーー ーーー'ーーーーーーーーー苧 ーーーーーーーーーーーーーー
国民所得増加率e% 5.5 4.0 5.5 4.0 
(13 ) 
(資料出所)r週刊社会保障J1988年3月21日号、 p.38。
兆円)が生じるとされている。
つぎに年金給付費についてみると， i国民所得の伸び
からスライドを行い」と簡単に説明されているに過ぎな
いが，筆者の推測によればおよそ以下のような方法によっ
ているものと恩われる。すなわち，年金給付費の増加率
は，第9表c繍のように， 1988年から2000年までの1年
当り平均で，A推計7.5%，B推計8.7%となり，また19
88年から2010年までの l年当り平均で， A推計7.0%，
B推計8.0%となる。
ところで，年金給付費の培加は人口学的要因と経済的
要因においてとらえられるが，まず公的年金受給者の増
加年率(第9表d欄)は， 1988年から2000年までの1年
当り平均で3.2%となり，ま た1988年から2010年までの
I年当り平均で2.7%と推計されているから，経済的増
加率は年金給付費増加率から人口学的増加率を控除して
求められる とすれば，第9表c-d欄のように計算する
ことができる。これを，当初の前提とする国民所得の伸
び率e欄 (A推計5.5%またはB推計4.0%)と比較する
と両者 (c-dとe欄)はほぼ一致することがわかる。
これによって，つまり， 年金給付費の増加率は国民所得
の増加率に等しいと前提されていることが判るのである。
(4) 政府推計の問題点
まず，医療に関して一言触れておくと，国民医療費の
伸びを年率7%としたのは，将来の老齢化の進行に伴う
老人医療の伸びを勘案したのかもしれないが，最近の国
民医療費伸びから見ると，ここ10年間は6%台の前半で
-372一 人間福祉学
推移しており， 7 %はやや高い予想というべきであろう。 福祉の厳しい抑制策を提起し，国民負担率の急増を仰え，
つぎに，年金に関して，般大の問題点は，人口学的要 現役労働者の可処分所得を表面的に維持しようとするの
因を除いた年金給付費の伸び率(経済的増加率)を国民 であるが，しかし，まずそのような将来推計の条件投定
所得の伸びと同率と想定したことであろう。もちろん， 等が正しいかどうか，必要とされるデータが公表されて
この想定が国民所得の伸びに応じた年金の給付水準の引 いるかどうか，推計の方法は適切であるかどうかの判断
き上げを保障するということを意味するのであれば， ~誌 をしなければならないし，さらにまた国民負担当Eを50%
齢者の将来はそれほど暗いものとはならないであろう。 以下にすべきだという価値判断の是非を問わなければな
しかし実際には(過去の経験からは)，残念ながら， らないであろう。
賃金の伸び率や年金水準の改定率は国民所得の伸びを下
回っているのである。たとえば I単身者の基礎年金と l
人当り国民所得との比率は，既にみたように， 1984年の
30.1%から1989年の26-27%程度に下がっているし，ま
た，厚生年金のモテ・ル年金も周期に I人当り国民所得の
104.1%から92.6%に下がっているのである。
そうだとすれば，国民負担率の将来推計を行う場合に，
ことに年金に関するかぎり，国民所得はもっと大きく見
積もられるか，あるいは年金給付費は反対に小さく見積
もられなければならないであろう。そうした場合には，
将来の国民負担率はもう少し低くなるかも知れないし，
社会保障の財政的危機の深刻さの度合は多少緩和される
かも知れないのである。
このように考えると，一般に，社会保障E制度などの将
来推計を行う場合に，一定の前提や仮定をおくのである
が，前提が異なれば異なった結果がでるのであって.軍
要なのはその条件設定が適正であるかどうかである。
ところが，将来推計がただ計算結果のみを示すだけで，
前提そのものの当否を判断するための十分な資料が与え
られず，また，計算の過程や数式が省略されている場合
には大いに問題がある。
確かに， 21世紀の社会保障給付授の増大は不可避であ
るが，国民所得の伸びがそれを上回り，その一定部分が
社会保障費に振り当てられることができるならば，それ
は十分に負担可能であるし，同時に技術革新 ・経済成長
も確保されるであろう。
また，新行革審 「最終報告J(1990年4月18日)は，
国民負担率を21世紀初頭で40%台半ばを目途とし，老申告
化のピーク時 (2020年)でも50%下回ることを目標とす
ることを提起したが同，しかし，社会保障負担率はさて
おき，租税負担率を考える場合に，その財源構成と使途・
配分のあり方(社会資本や公共施設，教育，住宅，社会
サービスの充実)如何によっては，重い国民負担率に対
しでも国民の合意は得られるはずである。現に， Jt欧諸
国はそのような選択を可としているのである。
政府は，一定の条件設定を付した国民負担率などの仮
定試算を前提にして，暗い21世紀像を強調し，社会保隊・
( 14 ) 
6 ) 支給開始年齢の引き上げ
(1) 支給開始年齢の引きょげと雇用確保
厚生年金の支給開始年齢の65歳への引き上げ問題は.
政治的事情により今回は見送られたが，その是非は別に
しても，今後の重要な政策課題となることは間違いのな
いことだと恩われる。
65歳反対論ないしは慎重論の主たる論拠は雇用確保の
困難さの問題であり， 65歳支給開始の実現には， 65歳ま
での雇用が確保されるかどうかが大きな争点となろう。
たとえば，年金審議会 「意見書J(1988年1月29日〉
は，多数意見において「支給開始年齢を引き上げること
はやむをえない」が「こうした引き上げ借置を講ずる場
合には，雇用環境の繋備を図る」ことが必要だとし，ま
た少数意見においても「なお，支給開始年紛の引き上げ
の問題については， 60歳定年制もまだ十分に定着してい
ない現段階で結論を出すのは時期尚早であり，雇用環境
の整備が先決であることから反対であるJ，という意見
が併記されたのであった。これを受けて，連合，総評は，
年金審 「意見笹」発表後直ちに支給開始年齢引き上げ反
対などの見解を明らかにした回。
しかし，現実問題として，日本の定年制が大きく立ち
はだかつており，一律65裁定年は可能かどうか議論の分
かれるところである。
労働省 「雇用管理調倉Jによれば，60歳定年制普及率
ですら1988年度で58.5%(予定含むをいれでも76.7%)
にすぎず，最近10年間の普及テンポを適用すると， 一般
化になお十数年かかるといわれている問。もちろん，政
府原案は，支給開始年船を段階的に引き上げ，男子につ
いては2010年度に65歳(女子は2015年度)とするという
スケジュールであったが，この時点で65~設定年制もしく
は雇用確保が実現できているかについて，今のところ，
明るい展望があるようにも思えない。
たとえば，日経巡は，年金審議会「意見容」に対し，
支給開始年齢の引きとげはやむをえないとした上で.
f60歳台前半の高齢者に対する就業の湯の確保が最大問
坂口・ '89年年金改革の課題と展望 373-
題」であるが，f肉体的.精神的に個人差等が大きいこ
とを勘案すると，企業にとって一律定年制のような硬直
的制度は受け入れにくいJ，との考え方を明らかにした
(f年金2辞意見書に対する見解J[1988年12月8日))則。
とすれば， 60歳台前半脳の一律定年制の推進のために
は，何らかの法的規制または行政的介入が必要だという
ことになる。しかし，日経i1!は， 1989年1月6日に改め
て，f65歳定年制の法制化，または行政指導には反対で
ある」との見解 Cf公的年金の改革についてJ)を発表し，
また同月18白には，労働省小粥事務次官 (当時)は， 日
経連生産性本部セミナーの議演で， f各企業の労務但当
者からの聞き取り調倉では，定年延長は困難とみる企業
が5'lリを越し，一律に65歳定年を義務づけることは非現
実的だ削」 と述べて，日経連の考え方を追認したのであっ
fこ。
厚生省がこれまで主張してきたのは.まず年金支給開
始年齢を65歳に引き上げるスケジュールを決めてしまい，
そのシ ョック療法で雇用条件の繋備が後からついてくる，
ということであったが，日経連や労働省斡部の言動と照
らし合わせると，厚生省のような見通しは楽観的にすぎ
るであろう。
かりに， 60歳台前半1Mの 「雇用条件の獲備」もしくは
麗用施保が実現されたとしても，たとえば日経連の考え
方lま， f61歳以降の厨は多くの点で個人差が大きく，企
業ニーズとのミスマッチも大きい。従って，雇用の延長
は再雇用を原則としJ， f係用，不採用の選択権は企業
サイドに確保すべきである叫」というように，いわゆる
勤務延長や再雇用制度(その外に出向 ・転籍などの転出
政策もある)を意図しているのである。そうだとすれば，
経済-R気 ・庭用の動向，企業の業績，産業 ・職種・職
務，労働者の個人的な能力 ・体力などの条件に差がある
場合に，企業に採用・ 不採用の選択権が鑓られていると
すれば，そこで言われる 「雇用条件の空整備」は不安定な
ものにならざるをえない。
その場合には，年金年齢に透する以前に，向らの意志
と能力に関係なく，ある省は雇用を延長され.ある者は
拒否されることも起こりうるわけである。
そこで，諸外国の例をみると，OECDの "Reforming
PubuJic Pensions" (1988)によれば，男子について
は， 24カ国中16カ国が65歳支給開始で， 67歳が3カ国，
60成が日本を含めて4カ国と，確かに日本の60歳支給開
始は少数派である。しかし，67-65歳支給開始の国でも，
/ールウェーとスイスを除く 他の国は，正規の支給開始
年齢以前に早期支給や弾力的支給を認める対策を講じて
いる点は注怠を要する判。 しかも， これらの悶々では雇
( 15) 
用と年金が接続しているだけでなく，高齢者の服用 ・就
労が法律や労働協約で保護されている場合が多く，事実
上定年制は存在しないといってよい。
(2) 部分年金
雇用と年金が接続していない峨合に何らかの救済措置
が必要になるが，わが国の改革原案では.早期支給案と
して「繰上げ減額年金支給制度」が提起された問。
これに対し，減額支給年金制度は低額の年金を一生涯
にわたって固定するものであるから，老後生活保障の観
点から問題のあることが指摘された刷。その代案として，
たとえば社会党や公明党， f迎合J，またある研究者た
ちによって， f部分年金 ・部分就労」が提起されたので
あった。部分年金は，すでにスウェーデンをはじめヨー
ロッパのいくつかの国々で採用され，最近わが国でも脚
光を浴び始めている制度である。
ここで各国のが例を紹介する紙幅をもたないが削， た
とえば， 1976年に導入されたスウェーデンの部分年金は，
一般年金から分隊，独立して運営され， 60歳から64h員ま
での労働者 (10年以上の保険料拠出があること)が，一
定時間就労時間を減少させた樹合に(週5時間以ヒ削減
して17時間以上就労していること)，その最終賃金の長
失分の65%(当初は50%，1987年より65%)を部分年金
として補償しようとする (ただし， 部分年金と部分賃ー金
を合わせて最終純賃金の80-85%まで)制度である。こ
れにより，受給者は段階的に労働時間を減らしつつ，な
だらかに引退生活に移行するとともに，その代わりに..5
い人々に新たな雇用を創出しようとするものであり，一
種の失業給付でもある。なお，財源として使用省から賃
金総額の0.5%の保険料を徴収している。
さて，問題は日本でのこの部分年金制度を導入して年
金財政の節約に効果があるかどうかである。
ここで， f巡合」の部分年金 ・部分就労について概観
すると， 60歳台前半の被用者が完全退職でなく，労働時
間・日数の短絡を選択した場合に，減少した勤労収入の
一定割合 (50-70%)を年金として補綴し，それと同時
に，その部分就労の60-64歳において納付した保険料に
対して，65歳以降の満額年金にさらに一定のおIJ.flしをつ
けようとするものである。なお，この部分年金の財源と
して， 事業主負拘による年金保険料率の上積みと雇用保
険からの拠出をもって充てようとする。
では，この 「部分年金」はわが国の在職老齢年金とど
のように異なるのであろうか。これも一種の部分年金と
見られないこともはい。
給付の仕組みとしては，部分年金は短縮し，減少した
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賃金の一定割合(移行する年船や短縮の大小によって率
が変わる場合もある)の補償であり，その金額は本来受
け取るであろう老齢年金の額には関係しないし，また部
分就労賃金の大きさそのもの(絶対額)にも関係しない。
これに対し，在職老飴年金は，労働時間の短縮ないしは
賃金の減額を条件とするものではないが，減額された賃
金の大きさ(差額)に関係はなく，むしろ標準報酬(部
分賃金)の高さ・金額が第1の決定要素となり，その大
きさに応じて，本来受給するであろう老齢年金の割合が
0-80% (これが第2の決定要素)の範囲で在職老紛年
金が決まることになる。
してがって，両者を比較すると，第10表のように.在
職老齢年金の場合，高額賃金ほど部分就労のメリットは
少ないことになる。たとえば，最終賃金の大きさの如何
に関係なし年金支給開始年齢以後において，賃金月額
を25万円まで減額しでも，在老では在職老齢年金は全額
支給停止になるのに対して (第10表タイプE-H).部
分年金では，たとえば最終賃金月額が40万円の者(タイ
プB)が，部分就労賃金月額を25万円に減額した場合に
は，部分年金支給率を60%としても 9万円が部分年金と
なり，収入は合計34万円(最終賃金の85%)と江る。ま
た，同じくタイプBの者が15万円に部分賃金を減額する
と，部分年金は15万円となり，合計30万円(最終賃金75
%)の収入となるのに対して，在職老齢年金の場合は支
給割合は50%となるので，本来の老齢年金が20万円の者
(タイプF)は在老年金が10万円となり，部分賃金15万
円との収入合計は25万円である。また， 25万円の年金
(タイプE)なら，部分賃金が15万円の場合には.在老
年金は50%の12.5万円となり，収入は合計27.5万円にな
るにすぎない。これが，もし;最終賃金が20万円の者(タ
イプD)なら，賃金を15万円に減らすと，部分年金は3
万円で，収入の合計は18万円である。それでも。老齢年
金が低い場合には完全退職より有利であろう。他方，在
職老齢年金なら，部分賃金が15万円の持，支給割合は50
%なので，老齢年金が10万円でも在老年金は5万円であ
り，収入合計は20万円となる。この場合には，在職老齢
年金受給者の収入総額の方が多いことになる。
このようにみると，部分年金の場合は，老飴年金の額
に余り関係なく，一挙に年金生活に入るのでなく，就労
時閣を段々に短くして，なだらかに引退 ・年金生活に移
行することを図ることができるのに対して，在職老齢年
金の樹合は，高賃金で高年金を約束された者は，中途半
端に就労時聞を短縮するよりは，全面的に引退して年金
生活に入った方が得だということになり，その費用が公
的年金の財源から出されるのならば，年金財政の節約に
はつながり難いようである。その意味で，部分年金のほ
第10表 賃金と部分年金または在職老齢年金との総収入比較
部分年金(老齢年金額関係なし)
(単位万円)
在職老齢年金(最終賃金額に関係なし)
陣分賃制最終賃金501愈終賃金401最終賃金301最終賃金20|在老 |老齢年金251老齢年金201老齢年金151老齢年金10
Jぷ12Z?!なtlなf12?|設!な刊誌刊誌?lzf
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うが， I勾僻者の就労窓欲を駆り立て，年金財政の節約を
より容易にするであろう。
では，実際に部分年金は引退を遅くする効果があるの
だろうか。部分年金の導入は，ヨーロッバの場合， 8本
とは逆で，年金年蹴前の早期退職を図るものであった。
日本の湯合，年金支給開始年齢にもかかわらず，年金を
選択せずなお就労し続けるのであるから(労働時聞は短
縮するが)，そこに受給者にとって何がしかの利点がな
ければならないであろう。
たとえば，①年金年齢後も高齢者が就労することを制
限しないこと.②完令年金受給よりも有利であること，
③完全引退後の年金に懇影響を与えないこと，④労働時
間または口数が短縮されること，などが実現されなけれ
ばならないであろう。
しかし，部分年金のメリッ トは受給者たる高齢者だけ
のものであってはあまり意味はない。部分年金つまりは
部分就労によって公的年金財政の収支両面によい影響が
あたえられなければなるまい。たとえば，現在調整がう
まく機能していない被用者年金と雇用保険の失業給付の
併給を制限するなどして，雇用保険財政から部分年金費
用を支給するのも lつの方法であろう。その際，高齢者
雇用の人数または率を企業努力の尺度として，保険科率
にメリット制を導入する提案刷があるが，大企業が早期
退職制で商船労働者を追い出し，中小零細企業が多くの
60歳台前半層の高齢者をかかえている現状において，お
もしろい健案である刷。
7) 国民年金基金
設ける(後述)などである。
ところで，給付と掛金の設定が最もわれわれの興味を
ひくところであるが，当初，巷間ったわるところでは刊'
給付には①基礎給付，②加算給付，③独自加算の 3種頬
が用窓され，そのうち①②は全基金共通で，③が各基金
の独自殺計になるということであった。
ここで.その年金一給付の設計試算をみることにしよ
う。月 l万円の保険料を35-60歳まで25年間掛けると，
①基礎給付として年額66万円が終身給付され，②加算給
付として主巨額20万円が15年間給付され，③独自加算とし
て年額30万円が5年間給付されるということであった。
なお，これには事務費は計算外におかれているので，実
際にはもう少し低い給付水準になるかも知れない。
さて，この場合に，財政方式は完全積立方式であり，
物価スライドもなく，国営の(但し任意制の)，しかし，
一極の私的な個人年金であるといってよいであろう刷。
そこで，この給付・掛金の利回りを計算してみよう。
まず.65歳以降に受取るはずの給付総額は，終身の it基
礎給付」を， 65歳の平均余命の男女の単純平均値<
(15.95+19.54)/2 =17.75年>を支給期間とすると，
①1， 172万円+②300万円+③150万円の合3十1，622万円と
求めることができる。ただし，支給期間は①終身(17.75
年).②65歳から当初の15年.@65歳から当初の5年間
とする。つぎに，計算を簡単にするために.給付をl各年
初一括払いとして.65歳支給開始直前の年金現価を求め
て(利率は働金の運用利率と同ーとする).さらに， こ
れを月額l万円 (2口)の掛金 (計算を簡単にするため
年初12万円一括払いとする)で賄うとして.35-印歳ま
で25年間納付し， 65歳まで5年間据え置くとすれば.年
(1) 給付・掛金の段針 利何%で回せば(1年複手1])収支がつりあうか，という
新「国民年金送金Jの施行は1991年4月であるが.1990 ことになる。
年10月5自に，ようやく， i基金」の具体的内容や設立 いま，この計算行うと，積立金の運用利率は年利6.61
の手続きなどを定めた国民年金基金令案等2政令案が公 %という答えがでてくるが 25年間に納付した働金300
布された。 万円の65歳時点での元利合計は約1，054万円となり ，総
しかし，それらによっても未だ基金の具体的内容は， 額1，622万円の給付現価も]，054万円ということになる。
特に給付 ・掛金額の算定に関するモデル案ははっきりし これには，事務費等が含まれていない点はさておいて，
ていない。政令で明らかになったのは，年金・一時金の 以上の設計試算には生命保険会社が関与しているようで
額の算定方法および儲け金の額の算定方法は各基金それ あるし またこれまでの企業年金の資産運用実績からみ
ぞれが規約に定める方法によることができるが以下の でかなり安全で堅実な数字であるだろう。ここ数年の
基準に合致したものでなければならない ということで 企業年金の実績利回りは低下しているものの， 19回年度
あった。すなわち.①給付額は掛金とその運用収入に照 で生保8.04%，信託7.77%削であり， 1989年度はさらに
らし，将来にわたる財政的均衡を保つこと(つまりは完 落ち込んでいるものと思われ，その後の趨勢に注目しな
全積立方式だということ)， <2y.少なくとも5年に一度財 ければならないが.6.61%は十分に維持可能な利率であ
政再計算を行い，厚生大臣に報告すること，③鍋金の限 る。
度額は月額68.∞0円を超えないこと，ただし経過措置を なお，この給付はスライドしないので，物価高鵬によ
(17 ) 
? 。? ー?? 人間福祉学
る実質価値の低下も考慮しておくべきであろう。かりに
平均年率3%でインフレー卜すれば， 30年後には2.43倍
の物価勝貨となり，年金の実質価値は40%に減価してい
ることになる。
したがって，以上ことからいえば，国民年金基金は取
り立てていうほどの特に優れた給付内容をもっとは必ず
しもいえず，なにゆえ 「国営の個人年金」を創設しなけ
ればならなかったのであろうか。
さて，給付と掛金の算定方法でいま 1つ聞こえてくる
のは，国民年金の付加年金と閉じ程度とするという案で
ある明。周知のように，付加年金は月額400円をかける
と，給付(月額)は200円×納付年数で計算された額
(25年で5，000円， 40年で8，000円)が65歳から終身にわ
たって(平均17.75年〉受給することができる。
では.以上の掛金で給付を賄うために掛金(積立金)
を何%の利率で運用すればよいか。まず， 25年間の掛金
納付の場合 (60-64歳の5年間据置)に，納付掛金・積
立金の元金は12万円である。他方，約束された給付総額
は，終身だが一応17.75年の支給期間とすれば， 106.5万
円である。そして，この給付費106.5万円の65歳支給開
始時点の現価と，上記掛金12万円の30年後 (25年積立て・
5年間の据置)の元利合計とを一致させる運用利回りを
求めると，結局年利8.31%で固さなければならないこと
になる。また， 40年掛金納付の場合は，同様にして，納
付掛金・積立金を6.10%の利回りで運用すると，45年後
(5年間の据置を含む)の元利合計は108.6万円(元金
19.2万円〉となって，給付額170.4万円の給付開始時の
年金現価に一致する7130
これを新しい国民年金基金にそのまま適用すると， 月
額1万円(付加年金の400円の25倍)を25年納付すると，
基金の年金給付額は月額12.5万円(年額150万円)とな
り，40年納付では月額20万円(年額240万円)になる。
これを，先に紹介した 「設計試算」 と比較すると，月
額1万円で25年間掛金を納付した場合の生涯(17.75年)
予定給付総額は1，622万円であった。新国民年金基金の
場合には，年額150万円x17.75年として総計2，662.5万
円になるので，従前からの国民年金の付加年金の給付体
系をそのまま当てはめた方が高くなる。なお，新国年基
金の40年掛金納付の試算が不明なので，比較できない。
なおまた，国民年金基金は掛金月額を6.8万円まで認
めているから，この場合には25年納付で月額85万円.40 
年納付で136万円という給付金額になる。これは，名目
額なので， 25年後.40年後の実質価値は不明であるが，
いささか過大であるように思える。
ところが，厚生省当局の考えている給付と掛金の算定
方式は，どうやら少し違うらしい。
いま，前掲『週刊東洋経済』記事問』こよれば，厚生省
案は，支給は原則65歳とし，まず年金額を一定(1口3
万円程度)とし，掛金はこの給付額から掛金納付期間に
応じて逆算してきめられる。そのうち，終身年金の基本
コースが3つ設けられ，予定利率や保証期間の有無など
で保険料が異なる。また，有期篠定の付加コースも 3つ
あって，支給期間を①65歳から15年，②65歳から10年，
③60歳から15年によって分かれる功。そして，加入者は，
掛金の上限の68，000円叫の範囲内で，複数のコースや同
一コースを重複して自由に選択できる。
しかし，いずれにしても，完全積立方式であり ，保証
期間をつけて一定の給付支払いを保証するというのであ
れば，要は予定利率をいくらと見込むことにより受取給
付額に差が生じるにすぎない。コースをいくつか組み合
わせたところで，保険数理的には余り差は生じない。そ
の意味では， i厚生省所管の個人年金」にすぎない明。
(2) 掛金の税制上の優遇措置の問題点
以上のように，国民年金基金が基本的には私的年金に
外ならないとすれば，所得の再分自己効果をもたず，強制
力のない任意制度に，果していろいろな優遇措置を与え
る必要があるのか。
既に述べたように，国民年金基金の掛金は月額68，000
円までの税制上の控除が認められている。では，なぜこ
の68.000円であるかについては，本稿注11)で触れてお
いたが，いま，改正後の厚生年金の最高の標準報酬月額
(530.000円)に改正後の保険料率14.6%(国会修正前の
利率)を乗ずると約77，380円になるが，これから厚生年
金の保険料の8，400円(1991年には9，000円程度となる〕
を引くと，およそ68，000円という線が導き出される。
この点を考慮すると，なるほど， 国民年金基金の税制
上の控除を厚生年金や厚生年金基金の被保険者との均衡
を図るということであるが，1)厚生年金基金や企業年
金にも加入しえない被用者も多数いること， 2)また，
被用者年金の場合は事業主負担が含まれており， 国民年
金基金の控除にこれを含めて考えるか，あるいは被保険
者分に限定するのかどうか，議論の分かれるところであ
ろう。またかりに含めるとしても， 3)国民年金基金に
夫婦がともに加入すれば， 1カ月最高136，000円が所得
控除の対象となり，サラリ ーマンの委である第3号被保
険者は国民年金基金加入を認められていないだけに，単
数有業者の世帯と比較しでかえって不公平が生じるか
も知れない。
さらに，多くの論者によって指摘されたのは，4)高
( 18) 
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客員所得-fiに対して必妥以上の優遇措置をうえているとい
う点である。すなわち，月額68，000円ということは，夫
婦2人の加入の場合，年聞の所得控除対象客員は163.2万
円になるということである。したがって，極端な例を考
えると，最高税率適用者が加入すると，税率は65%(所
得税50%，地方税15%)だから，年間約106万円の節税
となる。しかも，それが25年あるいは40年も積み重ねる
と， 2， 650-4， 240万円の貯請と同じであり，さらに，こ
れを運用することにより利子がつく。
もちろん. これは例の少ない極論であるが，所得控除
方式による優遇措置の問題点を指摘するのに有効である。
つまり，自営業者の多くは比較的所得が低く現れており
(クロヨンのせいでもあろうが)，所得控除という方法
が，点に国民年金基金の上積み給付に期待する厨への刺
激 ・奨励策となりえているかどうかは疑問である。もし，
奨励策というのなら，年限をきって，一定の保険料軽減
措置を取るほうが有効で・はないだろうか。そして， 基金
財政におけるその不足分は，所得税の還元をしなくなっ
た分によって，国庫から補境すればよいわけである。
むすびにかえて
以上において，今回の公的年金制度の改革の概綬なら
びに論点の鐙理を行い，さらにいくつかの間題点.修正
すべき点について考察してきた。総じていえば，前回の
大改革後あまり時間も経過しないうちに，同民に十分な
説明や説得を行わないままに，重要な改革を急ぎすぎた
きらいがあった。その上に，消費税の導入. リクルート
事件， 2度にわたる首相の交替，参議院における保革逆
転などの政治的要因によって，いつもの法改正時以上に
妥協が要請され，改革の箆合性が崩されたようである。
それゆえ，今回の改革は中途半端であった。
なお，学生の国民年金への強制J(当然)適用について
は，本稿執筆時点で保険料免除の基準が公表されておら
ず")論じることは避けた。また被用者年金制度聞の費
用負担の調轄の問題についても，重要な論点ではあるが，
与えられた紙数も尽きたので別の稿において改めて論じ
fこL、。
注
1) また.障害基礎年金や遺族基礎年金の18歳未満(障
害の場合は20歳未満)の子に対する加算も，第 i子・ 2子
については月額16，0∞円，第3子以降については5，333円に
号|き上げられた。
( 19) 
なお，国民年金の経過的年金も， 10年年金は33，717円
(月額)， 5年年金は28，7∞円，老齢福祉年金は28，400阿
(年収600万円未満)または24，450円(同600-876万円未
満)に改善された。
2 ) 改正法政府原案の実施予定は， 1989年10月であ っ
たが国会審議で修正され，t基礎年金や厚生年金.共済年
金の給付は同年，4月に湖って行われた。
3) 1989年平均の全国消費者物価指数は1988年に比し
て2.3%上昇したので， 1990年4月にスライドが実施さ
れ，老齢基礎年金は56，775円(単身者)に，厚生年金モ
テ・ル老齢年金(特別支給)は199，983円に改善された。
4 ) 政府原案では5段階であった。政府が危倶したの
は対象者の襟継報酬と年金の把握および管理であり，事
務処理能力の問題であったという。
5) 厚生省年金局数理課監修『年金と財政J，社会保
険法規研究会， 1990年3月， p.101。
6) その他に， 1986年3月31日以前に障害福祉年金の
受給権のある人にも障害基礎年金が適用され，障害福祉
年金は廃止された。ただし.この湯合に，本人の所得に
よる支給制限がある。
7) 老齢年金は1988年2月から，隊害年金，母子年金
等は1989年2月から，年4回が6固となった。
8) その理由としては， ①自営業者等の的確な所得捕
捉が極めて困難なこと，②強制加入の事務費コストが膨
大になること，が指摘されている。
9) ただし，中途脱退者等の年金給付原資は新たに創
設される国民年金基金連合会に移符され，中途解約を認
めない。
10)具体的内容は不確定であるが， 1口5，000円として，
これに見合って，①基礎給付，②加算給付，③独自加算
の3種類の給付が用意され，①②は全基金共通で，③が
名基金の独自設計になるという(第2章7節参照)。
1)月額68，000円の恨拠としては，厚生年金の飯高の標
準報酬月額に掛かる保険料の社会保険料控除の微などが
考慮されたという(匿名座談会「年金改正論議総ざらいJ，
「総合社会保附J1990年8月号，p.66を参照のこと)。
12) 1990年4月に認可されたのは641基金である。
13)認可されたのは連合会だけである。
14)さらに，共済年金には3階部分として戦績年金が上
乗せされている。ただし，国鉄共済年金は財政状態を勘
案して，当分の間設計しないとされた。
15) 1984年度から1988年度の消費者物価指数は5.2%上
昇したので，いわゆる生活向上分は5.9%である。
平成2年度は.2.3%のスライドが行われ，単身荷月額
で56.775円である。
。?? ??? 人間福祉学
16)国民年金法付則第l条の2において. i基礎年金の
水準，費用負担のあり方等については，社会経済情勢の
推移，世帯の類型等を考慮して，今後検討が加えられる
べきものとするJ.と規定された。
17)このような比較は，たとえば，衆議院社会労働委員
会公聴会(1989年1月27日)における丸尾直美氏の意見
において見られる (r週刊社会保障J198昨 12月4日号)。
18)労働省労政局「賃金引き上げ等の実態に関する調査J
(各年9月調査)
19)たとえば，厚生省年金局数埋課監修 『年金と財政』
(社会保険法規研究会. 1990年3月.p.177)は「基礎年
金の年金額については.基礎的消費支出の伸びを基準と
しており」という考え方を公式に表明している。
20) i詳解・年金法平成元年改正③一本格的な年金時
代の到来に備えてー J.r週刊l社会保障J1990年2月12
日号.p.61。
21)ところが.前掲『年金と財政J(第6-l1表.p.177) 
によれば.50. 726円 (65歳以上単身無業の基礎的消費支
出)である。この差が何によるものなのかは不明である。
そこで，われわれが利用できる1984年『全国消費実態
調査報告』第7巻「特定世彩編」の第50表から算出(加
重平均)すると.60歳以上の単身無業(残念ながら65歳
以上に限定できない)の「基礎的消費支出J(食料+住
居+被服+光熱費)は.46.101円である。
2)前掲「詳解Jp.61。なお，同様の考え方は，衆議院
社会労働委員会 (1989年1月21日)における水回年金局
長の答弁にも見られる。ただ，違うのは. i諸雑費の一
部を上乗せしJたのではなく. i…53. 10円であり，こ
れに消費税2.200円をのせて今回の55.500円を設定した」
(r週刊社会保隊J1989年12月4日号.p.44)というよう
に，消費税負担を繍償する考え方を示した点である。
なお. iその後の基礎的消費支出の伸び」は，何を基
準に，どのようにして計測されたのであろうか。
23) r週刊社会保障J1984年1月2・9日号.p.20。
24)これらの点は，拙稿 ii!基礎年金体制再評価のための
視点J(r日本年金学会誌』第7号.1987年12月)論じた
ことがあるので，詳細はそれを参照されたい。
25)前掲『年金と財政J. p.177。
26)ただし，産業計(サービス業を含む). 30人以上事
業所 (r年金と財政J(p.178>は5人以上事業所 ・1983
~1987年平均)の定期給与で比較している。
27)前掲『週刊社会保障J1984年1月2・9日号.p.2Uo 
なお，当時の基準は，老齢加算を含めて(基礎年金の支
給開始年自治は65歳であるが老船期はむしろ70歳以上の
方が長く，また生活保護の被保護人員 ・保護率ともに70
歳以上で高いので.70歳以上の老人を想定すべきであり，
老齢加算を含めるべきである). 2級地の単身者 (70歳
以上男)で77.704円(うち老齢加算14.800円)であり ，
夫婦世得 (70歳以上男・65歳以上女)で107.540円であっ
て，年金局長の理解と巽なって，基礎年金は生活保護基
準以下であり.特に単身者で顕著である。
28)たとえば「連合」は. i登かさを実感できる高度福
祉社会を」という総合福祉ビジョンにおいて，基礎年金
は国民所得の30%を確保するため，単身者で月額7.2万
凡夫婦で12万円 (1989年度価格)まで引き上げること
を提起している。なお，その財源として，国庫負担を 3
分の2まで拡大し，新たな企業負担の導入を提起した。
29)この調査は，青森，茨城，新潟，高知.福岡の5県
の2.017世帯の高齢死亡者を対象に行われた。
30)以上の「調査」結果の紹介は域戸喜子 「高齢者介護
の各種費用と家族介護者への介護手当J(~総合社会保障J
1989年10月号.p.50-52)を参照した。
31)最近のものでは. i年金問題の今日的課題と将来展
望J.r社会福祉研究J第47号.1990年4月.p.30。
32)生保労連「生活名人研究会J(高山憲之氏座長)報
告「生活名人戦の時代へ」。なお，介護年金の支給額は
当面5万円程度とし，総額1.600億円を要し，財源には
消費税を充当する案が示されている。
33)たとえば，旧西ドイツ(現在，東西両ドイツは統一
された)の1989年年金法改正は，介護(育児)による休
業に対して手当または年金計算期間への算入を与えてい
る。
34)衆議院本士会労働委員会(1989年1月21日)における
社会保険庁運営部長の答弁 (r週刊社会保障J1989年12
月4臼号.p.44)。
35)老齢福祉年金の受給権者数は. 1989年3月末で159
万人で，うち29万人が支給停止者である。
36)そのほかに，老齢年金の繰上げ請求 (57.5%)が平
均年金受給額を低くする原因となっている。
37)この点については，社会保障研究所編『イギリスの
社会保障J(東京大学出版会. 1987年9月.p.75一77)
を参照のこと。
38)村上清「年金改正と将来の展望J(r総合社会保障」
1989年10月号.p.l0)。
39)週刊『東洋経済新報J. 1989年9月2日号.p.66。
40)前掲『年金と財政J. p.214o 
41)村仁消 i21世紀の年金制度J(r週刊社会保障J1989 
年1月27日号.p.23)。
42)なお，それ以前に.1974年l月から， サラリーマン
の妥などの任意加入者への国庫負担は，納付保険料に相
(20 ) 
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当する部分についての国康負担が拠出時負担から給付時
負但に変更されていた。
43) r保険と年金の動向(1989年版)J，p.30o 
4) r厚生白容 (平成元年版)J，p.349。
45)同上J，p.348-9。
46)同上。 および厚生省年金局底修 『目でみる年金
(1989年度版)J。
なお，公文昭夫「公的年金制度の現状とこれから」で
は，西独で労30 使40(43: 57)，仏24.5: 52(32 : 68)， 
伊14: 53(21・79)というように，負担割合について異なっ
たデータもある。(r賃金と社会保障J199昨 8月下旬号，
p.55。但し， ( )内の100分比は筆者が補った)。
47)前掲 『週刊社会保障J1989年12月18日号， p目41。
48) 1989年度の合計特殊出生率は，戦後最低の1.57を記
録したが，このような事実により厚生省の出生率回復の
予想は甘いという批判がある。たとえば，米国匠滋 「出
生率呉常低下の衝掌J，r週刊ダイヤモンドJ1989年1
月25日号， p.36。
49)市川洋氏は. i年金財政再計算における死亡率は，
前回および前々回財政再計算では再計算時の死亡率を使
用し，将来における死亡率の低下を見込んでいない」
(i年金財政の課題と将来J，r週刊社会保障J1989年8
月14日号.p.82) ，とのべておられる。ただし，市川氏
は死亡率の実績値は，前回より低下したので，推計にズ
レが生じたという行論で上記引用の 1文を用いられた。
50)前掲1990年版 『年金と財政J，第6-25図.p.161。
51)同上容，第6-31および32図， p.166。
52) 1989年2月の閣議決定の平成元年度経済見直しは，
名目経済成長事5.2%程度， 1人当り雇用者所得4.1%程
度.消費者物価上昇率2.0%程度とされているが，これ
らのうち後者の2つは，結局，厚生年金財政の将来推計
の 「経済的要紫Jに一致するから，今後の経済成長率の
見通しは5.2%程度とみることができる。
53)厚生省・大蔵省 i2 1世紀初頭における高齢化状況
等および社会保障の給付と負担の展望J，r週刊社会保
障J1988年3月21日号， p.36-9。
54)すなわち，①被用者本人の給付率は90%とする， ②
1983年国民健康保険改革を盛り込む，③老人保健拠出金
の加入者銭分率を100%とすることなどである。
55)日経連高齢化問題研究委員会報告書「活力ある登か
な高飴化社会の構築をめざして一生涯福祉社会実現への
挑戦J(19卯年5月15臼)は，国民負担率を40%台前半
に留めるために，以下のような社会保障水準の思い切っ
た切下げを提起している。
①年金 :65歳支給開始，既裁定年金は物価スライドの
(21 ) 
み，給付額上位30%はスライド停止
医療 .給付率80%統一，入院外・歯科給付率70%，
老人保健給付率90%
この場合でも，2020年の国民負担率は47.4%(うち租
税32.1，社会保障15.3%)になるという。
②①の想定のうち，上位50%スライド停止，老健80%
のように条件をさらに厳しくする。
この場合には，同期の国民負担率は46.1%(うち租税
3l.6%，社会保障14.5%)と若干低くなる。
56)年金審議会の 「意見書J (1988年1月29日)および
連合 「年金審議会の意見書に対する見解」など，r週刊
社会保障J1988年12月13日号， p.42-3。
57)降矢憲一「年金改革を巡ってJ， r週刊社会保障J
1989年3月13日号，p.13。
58) r週刊社会保障J1988年12月19-26日号，p.5。
59)大野道徳 i65歳年金給付繰下げの衝望書J，r週刊ダ
イヤモンドJ1989年3月18日号， p.141-2。
60)高齢化問題研究委員会報告 f活力ある豊かな高齢化
社会の楠築をめざしてJ，日本経営者団体連M，1990年
5月， p.56o 
61)ー圃光弥「高齢者の雇用 ・失業と社会保障J，r雇
用・失業問題の研究(2)J，関西大学経済・政治研究所，
1989年3月， p.67。
62)減額率は国民年金(基礎年金)と同織に， 60歳42%，
61歳35%，62歳28%，63歳20%，64歳11%，65歳0%であ
る。
63)たとえば，山崎泰彦前掲 「年金問題の今日的課題と
将来展望J， p'.27，および堀勝洋 i2 1世紀の公的年金J
( r季刊社会保障研究』第25巻第4号， 1990年3月，
p.351)など。
64)たとえば，山崎隆志 「西欧諸国における部分的引退
制度J(r日本労働協会雑誌J1988年l月号，p.84-7)， 
ー園前褐稿，および悶伸一 「年金支給年齢弾力化につい
てJ (r総合社会保障J1989年12月号， p.27-39)を参
照のこと。
65)たとえば，山崎泰彦前掲稿， p.27。
66)この提案に対して，実施上，技術的な問題があると
いう批判が見られる(匿名座談会・ 「年金改正論議総ざ
らいJ，r総合社会保障J1990年8月号，p.52-3)。
67) r週刊朝日J1989年5月l日， p.58。なお，同僚の
内容は，i生保業界が想定していた仕組みJ (r週刊東
洋経涜J1990年8月31日臨時増刊号，p.25)においても
確認できる。
槌)たとえば，村上清氏も明確に個人年金だと断定して
おられる (i年金改正と将来の展望Jr総合社会保障J
-380- 人間福祉学
1988年10月号， p.l2)。
69)第一生命保険相互会社編「企業年金白書(平成2年
度版)J ， 1990年2月， p.83， 5-5-3表。
70)巻頭「国民基金の発足，あと半年J，r週刊社会保
障J1990年10月8日号， p.3。
71) したがって， 25年掛金納付の方が高い運用利率を必
要とする。それは，掛金の払込期間の長短によって，給
付月額(年額)は増減するが，給付期間は終身であり，
払込期間の長短を反映しないからである。因に， 1.ム込期
聞が20年(さらに5年据置く)の場合は9.45%の利回り
が必要で， 15年払い込みのときは10.95%，10年の時は
13.02%の利回りを必要とする。
ところで，実は，付加年金には給付貨の4分の lの国
庫負担がつく。したがって保険財政は給付費の4分の
3の手当をすればよいことになる。
そこで，この国庫負担を考慮して，掛金25年払い込み
の場合の必要な運用利回りを求めると，年利7.21%でよ
く， 40年払い込みの場合は5.32%でよい。しかし， 20年
払い込みは8.17%，15年は9.42%，10年は11.13%と短期
間になるほど高い運用利回りを必要とする。
この場合，もし短期間の加入の高い利回り運用が達成
できなくても，政府は約束した給付を支払う債務を負う
が，その不足分は結局国庫より支出しなければならない
であろう。なお，新設の国民年金基金の場合，国庫負担
が付かない場合を想定して財政計算すべきであろうが，
そうするとかなり高い利回りが必要になり，もし実績適
用利回りが予定利回りを下回った場合には，完全積立方
式に徹すれば，予定した給付を切下げなければならない
か，あるいは，再計算を行って働金を引き上げなければ
ならないかも知れなし、。
72)前掲 『週刊東洋経済J1990年 8月31日臨時増刊号，
p.26 
73)その後， 1991年1月13日になって，厚生省は国年基
金の「給付と掛金」の内容の詳細を公表した。それによ
れば 1口目 (3万円)は終身年金とし， ABCの3つ
の型を設け，また2口目以降(1万円単位)は終身AB
Cの外に確定年金の IIIIIIの6つの型を設けた。 cr週
刊社会保障J1991年3月1日号の拙稿を参照のこと)
74)なお，掛金の上限(社会保険料控除限度額に相当す
る)は月額68，000円であるが，加入期間の短くなる46歳
以上の加入者には1.5倍の102，000円までを上限とし，た
だし，その期間は， 46歳12月， 47歳24月， 48歳36月， 49 
歳48月， 50-54歳60月， 55-59歳は60歳比達する日の属
する前月まで，という経過措置が設けられた。
75)山崎泰彦前掲稿， p.29o 
76)本稿校正中の1991年 1月29日に，厚生省は免除基準
を正式決定した。
なお，この点については， r週刊社会保障J1990年12
月24-31日号の拙稿を参照されたい。
(平成2年10月1日受理)
Summary 
The State Pension Schemes in Japan were reformed drastically in 1985. They introduced the most significant and 
foundamental changes since the National Pension System Covering Whole Nationals in 1961. But the state pension 
schemes have left some problems which must continue to be reformed furthermore. 
So， the Government intended to reform the state pension schemes in the beginning of 1989. At fust， they wanted 
to raise the payable ag巴ofth巴earnings-relatedold-age benefit (in the Employees' Pension Scheme) to 65 from 60 
y巴arsof age. 
However， as many people opposed to the raising the pensionable age， itwasn't involved in the Reform Bi1， even-
tually. 
Nevertheless， ithas contained a large number of significant reforms and it was adopted by the National Diet in 
December 1989. 
In the first chapter of this paper， 1 am going to attempt to describe briefly the substance and salient features of 
this reform in 1989 
Then， the second chapter deals with the comments on some issues following; 
(1) the amount of the Basic O1d-age benefit in the National Pension Scheme. 
(2) the amount or replacement ratio of the earnings-related old唱gebenefit in the Employees' Pension Insurense 
scheme. 
(3) the cost of long-team care for the aged confined to their b巴ds.
(4) the finance system of the state pension schemes. 
( 22 ) 
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(5) the simulation of benefit and contribution in the state pension scheme for future. 
(6) the Government's estimation of tax burden ratio and social security contribution in the future. 
(7) raising a pensinable age of earnings-related old-ag巴benefitin th巴Employees'Pension Insurance Scheme. 
(8) the establishment of new Foundations for the additional pension scheme on the National Pension Scheme. 
(23 ) 
